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第一章　問題意識および検討の視角等
　一　本稿の問題意識および検討の視角
　 1 　現代中国の賃金決定を捉えるための視点
　中国における賃金制度は、従来、「労働に応ずる分配」（按労分配）という
社会主義分配法則に基づいて、賃金等級制度と賃金支払い形態が定められ、
賃金決定の基礎をなす賃金等級制度は、賃金率、賃金等級表及び技術等級標
準より成るもので、賃金率は国家行政機関によって工業部門ごとに定められ
ていた
（ 1 ）
。
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下、「82年憲法」という。）改正によって「社会主義市場経済の実施」が中国
の経済体制の基本方針として規定されるに至り（82年憲法15条 1 項）、中国
の賃金制度は劇的に変化することとなった。これにより、市場経済導入後の
中国における賃金（決定）を説明するためには、もはや単純な社会主義賃金
論だけでは実態を理論的に説明することはできなくなったのである。
　即ち、社会主義計画経済体制下での賃金は、公的所有を基礎とし、市場で
はなく国家による賃金配分と管理を基本に据え、比較的平等な賃金配分を原
則としていた。
　しかし、改革開放後の中国では、長期雇用慣行を中心とし国家が労働力の
管理を行う制度から、労働契約制度への移行を内容とする労働関連法制の制
定など、労働市場の形成を促進するために必要な環境整備が進められ、労使
間の労働契約による賃金決定が認められるようになっている。
　具体的に、1994年に制定された「中華人民共和国労働法」（以下、「労働
法」という
（ 2 ）
。）における賃金決定の位置づけをみると、国家による賃金総額
に対するマクロ調整・管理や最低賃金制度による拘束という一定の制約はあ
るものの（労働法46条、48条）、企業に賃金自主配分権が認められるように
なった（同法47条）。
　しかしながら、市場経済の存在を前提とする賃金論の視点だけで捉えるこ
とも不十分と言わざるを得ない。なぜなら、現行の「82年憲法」第1条にお
いて「社会主義」国家であるということを明確に規定している以上、中国は
単純な市場経済体制ではないと考える必要があるからである
（ 3 ）
。そして、中国
では、法は常に権力者が何かを実現するための道具とする道具主義的法観念
が一貫して支配的であり、法はあくまで政治の従属変数に過ぎなかった
（ 4 ）
。
　したがって、改革開放後の中国労働法の賃金に対する考え方を正確に理解
するためには、社会主義の理念及び体制が継続して存在していることによっ
て、表面的には市場経済であっても賃金（決定）の捉え方は、少なくとも理
念上は資本主義のそれとは異なっていることを認識した上で、社会主義的視
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点と市場経済的視点を併せもって現代の中国の賃金を捉え直すことが必要不
可欠であると考えられる
（ 5 ）
。
　 2 　検討の視角（社会主義と市場経済の賃金思想の併存という視点）
　この考え方に基づくならば、現在の中国には、社会主義国家中国に改革開
放前から存在している賃金に対する考え方と、市場経済体制の実施に伴って
新たに出現した賃金に対する考え方とが併存しており、労働法に位置付けら
れている個別の賃金決定関係法令がその交錯地点になっているといえるので
はないかと思われる
（ 6 ）
。
　即ち、改革開放後において「賃金」とは、少なくとも形式上は労働市場で
決定される「労働の対価」として捉えられることとなり、これにあわせて、
賃金決定システムの構築と労働者保護のための関係法令の整備が推進されて
いることからすれば、一見すると社会主義計画経済期の考え方との分断が生
じているようにも思われる。
　しかし、先行研究は中国労働法における賃金について抽象的に論じるにと
どまり、個別条文を含む賃金決定関係法令がどのような理念によって規定さ
れているのかという法的構造・体系の説明変数を丁寧に明らかにするには至
っていない
（ 7 ）
。
　ここで、筆者の目的は、複雑に入り組む説明変数と被説明変数を解きほど
き、中国労働法における賃金決定関係法令を立体的構造としてわかりやすく
浮かび上がらせることにある。
　そのためには、個別関係法令の検討を進める前提作業として、改革開放後
の中国労働法における賃金決定関係法の原則とは何なのかを明らかにしなけ
ればならない。即ち、中国労働法における賃金決定関係法令を正確に読み解
く際に必要な視点を明らかにしておく必要があるということである。
　したがって、市場経済の導入に伴い、党の方針転換や憲法改正の中で社会
主義体制における賃金及びその決定に対する考え方がどのように変質してき
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たのか、また、どのような点が依然として変わっていないのかを検討整理し
なければならない。
　（ 1 ）歴史的観点からの考察結果
　そこで、まず、歴史的観点からのアプローチとして、計画経済期における
中国の賃金決定関係法政策に対する考察を行った
（ 8 ）
。
　本考察の結果、中華人民共和国建国後から改革開放前までの間の賃金と
は、「生産主義」という社会主義国家中国の理念の下、将来的な「必要に応
じた分配」への移行を最終目標とする「労働に応じた分配」という根本原則
が存在し、この大目標を実現するための手段として、賃金総額管理、賃金等
級制、出来高払い賃金制や基本的賃金に奨励金を付加した賃金制が一連の体
系として形成されていたと整理することができた。
　換言するならば、住宅や食事など生活に必要なものは全て国家から支給さ
れる「必要に応じた分配」の実現を担保するだけの生産力を確保するために
は、社会主義国家建設に向けた意欲と情熱といった精神面のみで労働への積
極性を牽引するには限界があるとの観点から、労働者にインセンティブを与
えるための消費品との交換の道具として、賃金が一時的な存在として位置付
けられていたのである。
　（ 2 ）残された理論的課題と本稿の目的
　他方、残された課題として、従前の計画経済体制における社会主義賃金で
は存在しなかった「市場」の形成が理論的にどのように捉えられているの
か、そして、資本主義市場経済諸国の賃金決定への関与とはどのような点で
差異が存在していると整理すべきなのか、ということがある。これらは、中
国労働法の賃金決定関係法令に基づき実施されている個別の施策を説明する
ための重要な変数である。
　このような問題意識の下、現代中国労働法における賃金決定関係法令を正
確に理解するために必要な視点を明らかにすることを目的として、二つ目の
基礎的考察に、社会主義市場経済体制における中国の賃金に対する考え方に
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関する理論的な分析を行う必要がある。
　そこで本稿では、社会主義体制下での市場形成によって生じた社会主義計
画経済期の賃金の考え方の変容と、現代中国労働法の賃金に対する考え方に
おける社会主義的な特質の所在について検討することを主眼に据えて検討を
進める。
　二　本稿の構成
　まず、検討の前提として、そもそも現代中国法にいわゆる「法秩序の複数
性
（ 9 ）
」が存在するのかという論点について、先行研究の整理を通じ、市場経済
体制下において、社会主義の理念・体制が中国の法を基礎づける価値観の一
つに存在していることを明確化する。（第二章）
　その上で、社会主義体制における賃金と資本主義体制における賃金との比
較を行い、両者の外形的類似性と根本的な差異がどこに存在しているのかと
いう点を検討整理する。（第三章）
　次に、社会主義市場経済体制における市場形成とは何なのか。特に、市場
経済導入時の党の議論及び社会主義市場経済における計画管理の性質を軸に
据えて検討を行い、資本主義市場経済体制における労使間の賃金決定に対す
る国家関与と何が異なるのかをみていく。（第四章）
　最後に、第二章から第四章までの検討結果を総合し、社会主義的観点から
中国の賃金決定の特質を抽出することにより、現代中国労働法における賃金
決定関係法令を読み解く際に必要な視点を明確化するとともに（第四章）、
全体を総括し今後の検討課題を提示する（第五章）。
第二章　中国における 「法秩序の複数性」 をめぐる議論
　　　　の整理
　一　「法秩序の複数性」の存在をめぐる日本国内の議論
　中国の賃金決定関係法令における法秩序の複数性を検討するためには、そ
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もそも現代中国法全体として法令の中に複数の方向性が存在しているのかと
いう点を検討しておく必要がある。
　この点、予め結論を述べると、後述のように日本国内及び中国研究者の議
論を踏まえれば、表現は多少異なっているものの、異なる法令ないし法秩序
が存在しているという見解がほとんどであり、中国の法令を検討する際に
は、一つの原理原則に基づき一貫した法体系が構築されているという見方
は、少なくとも全ての法領域に当然に適用されるべきものとして認識すべき
ではないといえる。
　以下、先行研究者の議論をみていくと、まず、一つの法体系の中に異な
る方向性を有する法律が存在することを指摘したものとして、小口・田中
（2012）がある。「物権法」等の例を挙げて言及している小口・田中（2012）
は、WTO 加盟前後に成立した法律について、「WTO 加盟にあたって交わ
した対外的な約束」にもとづく、「いわば大きな外圧」が消滅したことによ
り、今世紀に入ってからの立法は90年代には見られなかった特徴を備えて
おり、「法体系的に見れば、形式的には一元的な法体系が形成されたとはい
え、内容的には方向性の異なる法律が共存する状況となっている」とし、そ
の時々の経済社会情勢により、「立法に対する政府の姿勢に微妙な変化が表
れている」と分析している
（10）
。
　次に、「法秩序の複数性」という表現を用いて、現代中国法秩序が一つの
価値観によって理解できるものではないことを指摘したものとして、季衛東
（2001）がある。季（2001）は、現在の中国政治や法秩序には、現代の「大
民主」と一元化した「強権力」や、最近の経済政策における「統制」と「放
任」のアンビバレンスというように両極に短絡化した光景がみられることを
指摘した上で
（11）
、中国社会での法治秩序はカオス状を呈しているとし、「何ら
かの価値判断を求められるならば、あえて価値の多元主義を掲げる」とし
た
（12）
。そして、「中国共産党の革命根拠地において樹立された社会主義的法シ
ステム」は、現代中国の法秩序に「最も大きな影響力を及ぼした」と判断し
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ている
（13）
。さらに、中国法について、「ランダムな相互作用から生じる具体的
規範を容認し評価する意味で複雑系として捉えられ」、「異質的要素を組み合
わせたり、自己組織化させたりする」中で「超近代性を生み出しつつある」
と評価している
（14）
。
　このように日本における現代中国法の先行研究を踏まえると、一つの法領
域において、異なる価値観を帯びた法令ないし条文が存在することはほぼ間
違い無く、このことは、賃金決定に係る法領域においても、同様の考え方が
当てはまる可能性を示唆するものと捉えてよいだろう。
　二　社会主義的視点からみた権利概念（労働権概念の両面性を例に）
　 1 　王旭論文（2010）の見解
　次に、中国国内研究者のこの方面に関する研究状況として、王旭（2010
（15）
）
による中国憲法における労働権概念に関する考察を紹介し、前述の仮説の補
強材料としたい。
　王旭（2010）は、「労働権は中国憲法において、生存論の意義上の自由権
利や社会功利主義や福祉国家モデルを基礎とする社会権ではなく、中国革命
と建国の意識形態と政治技術の表現であり、中国の自己の政治論証方式及び
発展変化したロジックを有している」とし、労働権は「生存権と政治権の両
面性に対する承認であ」って、「『82年憲法』はまさにこの種の承諾を実現
し、国家倫理精神の自己実現を完成するものである」と結論付けており
（16）
、
「労働権規範の内容は、その言葉の背後にある真実の含意が完全には同じで
はないため、西側自由主義的立場での基本権利体系の自由権又は社会権によ
って捉えることできない
（17）
」と指摘した。権利概念を西洋のいうような個人が
生まれながらに有する普遍的価値観ではなく、資本家との闘争の結果、労働
者階級が勝ち獲ったものと整理していることがわかる。即ち、労働者階級が
領導する国家における基本的権利とは、中華人民共和国という共同体の中で
保障されている権利であって、社会主義体制による制約が存在していると解
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している
（18）
。
　この点、中国憲法学における通説的な考え方によれば、労働権は労働就業
権（職業選択の自由や国家による就職支援等）と報酬取得権（国家による最
低生活水準の保障）を内容としていると解しているが
（19）
、その背後にある権利
概念の成り立ちまで踏み込んだ研究が十分行われていない。このため、通説
は、一見すると西洋的な人権概念と同様の自由権と社会権の性質を有するも
のとして労働権を捉えているようにもみえてしまう。
　王旭論文（2010）は、こうした研究状況を批判し、これまで表層的な文言
の解釈にとどまっていた労働権の解釈研究を深度化し、社会主義国家の理念
が表れている他の関係条文も踏まえて、総合的に解釈する必要性を提示した
ことに大きな意義がある。
　つまり、「82年憲法」第42条第 1 項の「中華人民共和国公民は労働の権利
を有し義務を負う。」という規定のみをもって労働権を解釈するのではな
く、社会主義的な政治概念を踏まえた形で解釈する必要性を示し、自由主義
的権利概念とは異なる価値観の存在を明示した一例といえる。
　 2 　王旭論文（2010）の示唆
　以上の王旭（2010）の見解は、現代中国の労働関係を始めとする法令を個
別条文レベルで解釈検討する際の有益な示唆を与えている。つまり、条文解
釈にあたっては、個人に基づく人権思想による解釈だけで捉えるのではな
く、社会主義的概念からの解釈も踏まえて中国における権利を検討すべきと
いう考え方の必要性を指摘している。
　あわせて、個別条文の規定ぶりをみるだけでは、基本的人権や自由といっ
た先進諸国と共通の価値観がそこに表現されているようにみえるが、決して
そうではなく、その他関係条文や社会主義政治理念及び体制の特殊性も含め
て解釈しなければミスリードに陥る危険性もあるという示唆も王旭論文から
抽出することができる。
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　なお、こうした論拠の補足としては、「82年憲法」第 1 条第 2 項におい
て、社会主義制度は中華人民共和国の基本となる制度であって、変更するこ
とができないものとして規定されている点を挙げることができる。即ち、あ
くまで社会主義という政治的概念の制約の範囲内で、市場経済体制を円滑に
動かすための法システムが整備されていると指摘できる。中国において、国
家の社会主義的性質は改変できない、何人も破壊することができないものと
して位置付けられているのである
（20）（21）
。
　三　政治体制の特殊性と法令との関係
　 1 　日本国内の先行研究の議論状況
　社会主義法が「土地および生産財の国有、計画経済、一党支配に基礎づけ
られた法体系を指す
（22）
」とすると、市場経済化後に実際上継続しているのは土
地の国有以外は政治体制としての一党支配のみである。
　したがって、社会主義的観点からみると、中国の政治体制の特殊性も踏ま
えて関係法令を検討する必要が生じるが、それはどのような特殊性なのか、
即ち、執政党を中国共産党に限定する事実上の一党独裁の政治体制がとられ
ていることと法令との関係性が問題となる。この点について、先行研究をみ
ると、共産党が発出する通知ないし決定文書（いわゆる「党規」）には法源
性があり、ときとして法律に優先するものであると整理されている。
　まず、高見澤（1992）は、共産党が発出する文書の法源性について、「法
源としての政策は、今日に至るまで國家の公文に示されるものに限られず、
共産黨の文献（發言、講演等で印刷、配布されるもの、新聞で公表されるも
のを含む）で示されるものも含まれるのが原則であると考えるのが實情にあ
っているであろう。一般の人々には、國家の政策と共産黨の政策とは區別さ
れていないと思われる。」とし、国家の公文で示される政策と同様に、原則
として法源性があるとしている
（23）
。
　また、小口・田中（2012）は、「中国の法体系では、国家機関において制
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定された法律の上位に、党機関において決定されたさまざまな決議、命令、
通知、規則などが存在し、法律の執行に影響力を行使して」おり、「近代的
法治国家において、たとえ支配政党のものであるにせよ、政党の決定が法律
として扱われることはないが、社会主義の国家では党の決定は法律に優先す
る存在であり、中国の法律は社会主義国として現在もこの法体系を維持して
いる」と「党規」の法令に対する優先性の存在を肯定している
（24）
。
　さらに、季（2001）は、「現代中国の国家的秩序は、固有の律令制に対す
る否定と西欧型近代法システムに対する否定という二重の意味の社会革命の
うえに成り立って」いるとし、その出発点として1949年 2 月の「国民党の六
法全書を廃棄し、解放区の司法原則を確定することに関する共産党中央委員
会の指示」の存在を指摘している
（25）
。当該指示の内容には「斬新な社会主義型
の法体系が整う前に、中国共産党の政策を法源として位置付けて、法律規範
の不備を補うこと」という政策法源論の考え方が記載されており
（26）
、党の政策
が法令の補充機能を果たすことが認められている。
　そして、党の優越を始めとする「中国の政治・社会にかかわる諸制度は
1950年代半ばにできたものが多く、54年憲法と50年代半ばの公有制への移行
が今日までの体制の屋台骨であ」り、「党・国家（立法・行政・司法機関）・
軍隊の三位一体の政治体制は50年代半ばに制度化され」、「これらは今日まで
揺」らいでいない
（27）
。
　 2 　中国憲法学者の議論状況と結論
　次に、中国憲法学界における見解をみると、「82年憲法」第 1 条が規定す
る「労働者階級の領導」や「人民民主主義独裁（原語：人民民主専政）」と
いう国家体制について、西北政法学院教授の董和平（2000）は、我が国の人
民民主主義独裁の領導権は中国共産党の領導を経て実現されるものであり、
実情をみても党の領導によって、国家が無産階級路線、方針及び政策を執行
することを保証し、労働者階級の領導の下で広く人民の意志を体現し、社会
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主義路線を堅持することができることは明らかであるとの見解を示してい
る
（28）
。
　また、朱鋒（1993）も、労働者階級はその先鋒隊である中国共産党によっ
て領導され、中国共産党が国家の執政党であり、人民民主主義独裁を領導す
る核心的役割を果たすものと解している
（29）
。
　さらに、北京大学法学院教授の肖蔚雲（2004）は、こうした中国共産党の
労働者階級ひいては国家領導が憲法上規定されているという点を踏まえ、法
制作業も党の領導の下に置かれる必要があり、仮に党の領導から離れること
になれば、法制建設は方向を見失うとしている
（30）
。
　このように、共産党が固定化された執政党として存在し、国家を領導すべ
き存在の労働者階級をさらに領導するものとして位置付けられていることが
わかる。
　以上の日本国内及び中国における研究状況を踏まえれば、共産党による一
党独裁体制は、法令を超越した権力システムとして機能しているといえる
（31）
。
即ち、「党の指導」規定（「82年憲法」序言）は、社会主義的法秩序の統一を
基礎づける根本規範であり、憲法の基本権規定をも制約する上位規範と解さ
れている
（32）
。
　四　小　括
　 1 　「社会主義」という法秩序の存在
　本章では、中国における賃金決定関係法令の構造を明らかにするにあたっ
て前提となる、現代中国法における異なる価値観の存否について確認を行っ
た。結論から述べれば、現代中国法には自由主義や市場化とは異なる価値観
（「法秩序の複数性」という表現にも置き換え可能）が確かに存在している。
　この異なる価値観の柱の一つが「社会主義」であり、その政治理念や国家
体制にその源流を求めることができる。社会主義政治理念とは端的に言え
ば、マルクス主義思想（市場不信や階級闘争論）、労働者階級領導の国家理
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念、政労使等の利益一体化論の伝統に基づく価値観である。
　そして、社会主義国家体制とは、共産党一党独裁体制であり、例えば、
「党規」の優位性、市場に対する計画や管理が前提条件として予定されてい
るということである。
　もちろん、現代中国法に社会主義理念や政治体制に基づく価値観が混在し
ているとしても、市場経済を円滑に機能させるための法令整備目的の下、賃
金の労使間の個別決定や労働協約を通じた集団的決定、最低賃金制度といっ
た市場経済体制に対応した条文整備が行われていることは言うまでもない。
賃金決定についてみれば、法体系の基本的枠組みは市場の存在を前提として
構築されており、例えば私人間の労働契約を規制する賃金支払いの法規制は
労使間の契約を前提とした規定振りとなっている。
　しかし、中国の法令を検討する際には、現に生じている市場経済に対応す
るための価値観と、国家理念である社会主義的価値観の双方が、法秩序とし
て混在していることを踏まえることが求められるのである。
　 2 　その他の価値観
　（ 1 ）分権化による価値観の多元化
　このほか、本稿の直接の射程からは外れるが、分権化による価値観の多元
化も存在しているとされる。例えば、季（2001）は、「分権の結果、地方政
府の権限は大きくなり、中央のコントロール能力は相対的に弱体化した。
『上には政策があれば、下にも対策がある』と言われるように、中央の法
規・政令に対する面従腹背が広く見られはじめた。法秩序の複数性も強化し
てきた
（33）
」との見解を示している。
　具体的事例として最低賃金規定の制定過程をみれば、中央法令の施行から
全ての省及び自治区での地方法規の整備まで11年間という相当の時間がかか
っており
（34）
、また、面従腹背という観点では、地方法規制定に影響力を有する
地方政府幹部の発言内容をみても
（35）
、中央が制定した最低賃金規定の趣旨の曲
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解現象が生じてしまっていることを指摘できる。
　（ 2 ）伝統的な価値観の存在
　さらに、中国の伝統的な関係主義的概念（相互承認による権利承認や国家
という強力な第三者による承認）の存在
（36）
も考慮に入れる必要はあるものの、
そもそもインフォーマルな概念であるから、果たして制定法ないし個々の条
文が伝統的な価値観によるものなのか材料が乏しく判断し難いことが大いに
予想される
（37）
。
　このため、中華人民共和国成立以前より古くから存在するこうした伝統的
価値観については、検討にあたって一定の注意は払いながらも、基本的には
検討の射程の対象外として整理し、自由主義や市場経済の視点とは異なる価
値観として最も重要な社会主義的特質からの賃金へのアプローチを中心に据
えて、本稿の論を進めることとする。
第三章　社会主義体制と資本主義体制における賃金の
　　　　比較検討
　社会主義市場経済体制下における賃金決定について考察するためには、そ
もそも資本主義体制における賃金と社会主義体制における賃金とは何なのか
を明らかにした上で比較検討し、両者の違いを整理しておくことが不可欠で
あることから、この点について本章において検討を行う。
　一　社会主義体制および資本主義体制における賃金
　 1 　資本主義体制における賃金
　（ 1 ）労使による賃金決定原則
　資本主義体制における賃金について、まず、ILO は世界賃金報告（Global 
Wage Report）で、「被用者と使用者が互いに影響し合って賃金決定する
（38）
」
と述べており、労働市場における労使の賃金決定を原則的な考え方として
いることがわかる。そして、賃金水準の決定要因として、「生産性の伸び」
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と「教育」を挙げ、このうち特に生産性を賃金水準の重要な決定要因と指摘
し
（39）
、「労働生産性の伸びと労働者報酬の伸びとの間の密接な連動を促すとい
う方針をより一層重視すべき
（40）
」と結論付けている。
　また、我が国の戦時及び戦後の賃金立法及び賃金政策の形成に深く関わっ
た金子美雄（1952）は、賃金の性格は基本的に「労働力の使用価値
（41）
」であ
り、賃金決定について、「正常な経済状態においては、事業間の競争や雇傭
の移動がこの（賃金）不均衡の自然的調節をなし、経営者自身も、利潤の一
部は、設備の改善や拡充や研究に留保するであろう
（42）
」との見解を示すととも
に、「労働生産性と賃金水準との関連性は、企業における賃金問題として、
すこぶる重要な問題である
（43）
」とし、直接的ではないものの、賃金決定におけ
る労働者の労働の質と量の重要性を指摘している。
　そして、賃金論に関する著作を多数残している舟橋尚道（1965）は、賃金
とは労働の価格であり、労働力の価値あるいは価格の転化形態であり、現象
形態であると定義し、労働時間の長短や労働者が良く働いたかどうか、即ち
労働力の使用価値（価値をうむ力能）に比例して決定されることになるとの
見解を示している
（44）
。
　さらに、内閣府経済の好循環実現検討専門チーム中間報告（2013）では、
賃金決定について、「資本主義経済において賃金は市場の需給調整あるいは
労使間の個別の交渉を通じて決定するものである
（45）
」とされている。
　これらの見解を勘案すると、資本主義体制における賃金は、労働市場の供
給側（労働者）と需要側（使用者）との間での賃金決定を基本形態として想
定していることは明らかである。つまり、賃金は市場において労働需給の状
況及び労働者の労働の質と量によって評価され、使用者から賃金として支払
われることが原則となる。
　なお、当然ながら私有経済が基本原則となるため、生産設備等の生産手段
は使用者によって所有されており、使用者と使用従属関係にある労働者の所
有には属していない。
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　このように、資本主義体制における賃金決定は、「労働者と使用者間の自
由な取引（契約の自由）に委ねられ」ているが、それは「経済情勢や労働市
場の状況によっては著しく低額な賃金による労働関係が出現する」ことを意
味し、「そのような賃金額は、労働者の生活を困難にするのみならず、経済
社会全体に諸種の悪影響を及ぼすこととなる」のである
（46）
。
　そこで国家は、労使間の交渉力の格差や低賃金労働の是正を目的として賃
金についての労働者保護に関する法政策を実施する（いわゆる保護主義
（47）
）。
こうした「分配の程度は規範及び経済的理由の両面から極めて重要であり、
労働市場の不完全性に対する政策介入が必要と主張されて
（48）
」おり、この結
果、「世界中の全ての政府は、社会的に望ましいか、道徳的に受け入れ可能
か、又は自国の社会正義の考え方に合致する結果を生み出すために、市場の
失敗を是正する賃金政策を実施
（49）
」することとなる。
　（ 2 ）賃金決定に対する国家規制の手段
　ILO 世界賃金報告に依ると、国家による賃金政策の主なものとして、団
体交渉の促進と最低賃金という二つの手段を特に重視している
（50）
。
　まず、団体交渉については、それが「賃金決定の最も効果的な方法である
という原則を重ねて言及すべきであり
（51）
」、「団体交渉の役割は弱い立場にある
労働者の保護を大きく上回」り、「実際に最低賃金の実施よりも広い範囲の
労働者の利益になる
（52）
」としている。そして、団体交渉の効果を最大化するた
め、拡張適用や賃金協定の積極的調整といった最大限の人々をカバーする制
度を設計することが重要であるとしている
（53）
。
　次に、最低賃金制度については、その水準は「最も弱い立場にある労働者
を保護するためにできる限り維持すべき
（54）
」であり、「最低賃金はほとんど普
遍的な政策手段となっており、ILO 加盟国の90％以上で実施されている
（55）
」。
また、最低賃金は労働組合の補完的な役割を果たすことができるとしてい
る
（56）
。
　もちろん、資本主義先進諸国において、法令に基づくものと基づかないも
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の含め、いわゆる所得政策として、労使の賃金交渉に対し、政府が話合い方
式、誘導方式、規制方式といった手法を用いて関与した事例がある
（57）
。
　例えば、欧米諸国では、団体交渉制度や最低賃金制度の実施のほか、過度
の賃金上昇を抑制し物価安定のため所得政策をとることがあった。1960年代
に入ると物価安定と高度成長を両立させ、スタグフレーションから脱却する
ために所得政策を採用する国が次第に多くなったのである
（58）
。1982年のオラン
ダにおいて、政労使間で「ワッセナー合意」が締結され、労働組合は賃金抑
制に協力し、企業は雇用確保や時短に努力する一方、実質雇用者所得の減少
を緩和するため政府が減税等を実施したことはその代表例といえよう
（59）
。
　なお、賃金への直接介入の目的について、金子（1952）は、「世界各国の
例に徴しても、賃金統制の決定的重点はインフレーション対策であり、殊に
生産コストとして物価上昇の抑制手段として用いられたことは疑いない事実
である
（60）
」と述べ、低賃金労働者に対象を限定しない賃金決定への直接介入
は、物価対策の観点から行われてきたと指摘している。
　このように、資本主義国家においても賃金決定への直接的な政府介入が存
在していることは確かである。しかし、ここで注意しなければならないの
は、賃金の決定過程に対し政府が直接介入することは自由主義の理念からも
好ましくないという見方も根強く、特に規制方式は資源の効率的配分を損な
い、自由な経済発展そのものを阻害する結果になりやすく過渡的ないし緊急
避難的措置としての性格をもつものと捉えられているということである
（61）
。
　補足的に、日本についても確認しておくと、団体交渉を賃金政策の一つと
捉えないことを前提とした整理となるが、金子（2013）は「歴史上、日本に
賃金政策が存在したのは戦時期から敗戦直後の賃金統制の時期だけであり、
今では賃金統計の作成と最低賃金を唯一の例外として存在していない
（62）
」とし
ている。
　したがって、資本主義体制における賃金は、労使の自主的な賃金交渉によ
る賃金決定が原則とされ、本来的には市場に対する政府の関与は抑制的であ
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るべきと考えられていると結論付けられる。
　 2 　社会主義体制における賃金
　（ 1 ）労働に応じた分配原則に基づく賃金決定
　資本主義体制における賃金に対して、市場における自由競争を完全に排除
したものとして社会主義体制における賃金が存在する。そこでは、労働者の
提供する労働を市場で評価するのではなく、労働の質と量で評価し、その報
酬を賃金という形を通じて分配する（いわゆる「労働に応じた分配」）。即
ち、「労働に応じた分配」規律の定義とは、個々の労働者の労働報酬が彼の
提供した社会労働の数量と質量に対応するものでなければならない
（63）
。
　したがって、社会の総生産物は、提供された労働に応じてそのまま労働者
に分配され、資本家・使用者の取り分（利潤の配分）は想定されない。労働
市場は存在せず、労働者も生産のための設備も国家によって統一的かつ計画
的に管理配分されるため、労働需給の変動による労働報酬への影響は生じな
い。つまり、「労働に応じた分配」は社会主義公有制によって基礎付けられ
ていることがわかる。
　この点、ソ連や中国を中心に社会主義計画経済におけるマルクス主義の果
たす重要性を念頭に分析を行った M.Ellman（1989）は、このような社会主
義計画経済における労働分配の在り方について、「市場経済では、労働力が
仕事の供給可能性に合わせなければならないが、社会主義計画経済では、労
働の供給可能性に合わせて仕事が供給されているのではないか」と分析して
いる
（64）
。換言すれば、資本主義市場経済では、往々にして労働需要側（使用者
側）が優位に立って必要な労働者数を雇用するため失業の可能性があるが、
社会主義計画経済では労働供給量に応じて仕事が存在することとなり、失業
者は存在しないと整理されるのである。
　また、社会主義における「労働に応じた分配」は、生産拡大のための過渡
的なものとして位置付けられている。即ち、社会主義国家は、最終的には貨
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幣を媒介としない「必要に応じた分配」が実現した共産主義社会への移行を
目指している。
　よって、共産主義社会への移行までの過渡期においては、労働者が提供し
た労働の質・量により賃金差が生じることは是認される。これは賃金差によ
って労働者の生産への積極的参加に関するインセンティブを与える趣旨であ
るが、あくまで必要な消費品の生産・供給能力を備えるまでの暫定的な原則
として位置付けられる。
　なお、賃金差が生じることが許容されているとはいっても、中国の例でい
えば賃金等級の 1 級～ 8 級までの差は 3 倍程度であり
（65）
、比較的平等な分配が
重視され無償労働が奨励されていた
（66）
。
　（ 2 ）市場の役割の否定と国家による賃金決定
　国家による報酬の統一的な分配とは、市場に対する不信と否定に対する社
会主義体制の回答であり
（67）
、国家が市場に代わって国民経済の計画的な管理・
調整を行い、生産力向上を目指すという目的の下で、正当化されている。具
体的には、賃金計画の提出義務や賃金上昇ラインの設定等の賃金総額管理と
いうマクロ領域においても、賃金等級制度の設定というミクロ領域において
も、国家が賃金を決定し管理する。即ち、国家が生産資源の配分と生産計
画、それに応じた労働者配分及び賃金計画を立案する。
　また、社会主義計画経済国家における計画とは、共産党の一党独裁の下で
計画が立案された上で、党に一元的に組織された企業と労働組合という体制
において、順次下部組織に伝達命令されていく。このため、資本主義諸国の
指示的な計画とは異なり、経済関係者を拘束する指令の形をとる
（68）
。
　そして、生産に参加した労働力の回復に関しては、生産主義の立場をと
る。即ち、労働者が必要な消費品を購入するために報酬や休息が与えられる
のであって、資本家が存在せず、国家が使用者なのであり、搾取からの保護
という考え方はとられない
（69）
。
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　二　両者の比較
　前節までの検討結果を踏まえると、資本主義体制における賃金と社会主義
体制における賃金には、根本的差異が存在しているのは確かである。他方
で、両者には外形的な類似も認められるようにもみえる。そこで本節では、
両者について比較を行い、本質的な部分での差異とは何かを整理する。併せ
て、両者には外形的な類似もあることを確認しつつ、そうであっても質的な
差異が存在していることを指摘する。
　 1 　外形的類似の存在
　（ 1 ）貨幣による報酬の支払い
　外形的な類似としては、まず、貨幣を用いた賃金の支払いという点が挙げ
られる。即ち、労働者が提供した労働に対する報酬を賃金という形態によっ
て支払うという意味では両者には類似性がある。
　（ 2 ）労働の質と量の評価による賃金決定
　また、労働の質及び量を評価して賃金を決めるという部分についても、両
者で一致している。即ち、社会主義計画経済においては、純然たる労働の質
及び量の評価であり、資本主義市場経済においては、労働市場の需給調整や
労使間の交渉による賃金決定が行われるが、ILO の世界賃金報告の記述に
象徴されるように、その決定にあたっては生産性と賃金との連動が重視され
ている。
　したがって、労働の質（職業能力）及び量（労働時間）が賃金決定の重要
な考慮要素であるという点において、外形的な類似性が認められる。
　（ 3 ）賃金決定への国家の関与
　さらに、程度の差こそあれ、市場に対する国家の関与は両者において存在
している。即ち、資本主義体制の賃金では市場の存在を前提としつつ、その
失敗を是正するために、最低賃金制や団体交渉の推進といった国家の事前な
いし事後規制や環境整備が行われる。特に、賃金決定に際して賃金額の下限
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を設定したり、所得政策として労使交渉に政府が直接関与する場合もみられ
たりする。
　他方、社会主義体制の賃金では、そもそも市場というものに対して否定的
な立場に立った上で、政府が市場に代わって賃金配分と管理を行う。
　ただし、いずれにしても、市場だけに賃金決定を委ねていないという点に
おいては、外見上の類似性がある
（70）
。
　（ 4 ）まとめ
　以上のとおり、①賃金を用いた報酬の支払い、②賃金決定の評価要素、③
賃金決定への国家関与について外形的には類似性がうかがえる。しかし、社
会主義の理念および体制を交えた視点で観察すれば、当然に資本主義体制に
おける賃金とは異なる特質が浮かび上がってくる。端的に言えば、①につい
ては賃金が過渡的な存在かどうか、②については市場が存在しているかどう
か、③については市場に対する評価が否定的かどうかということである。
　 2 　本質的差異の所在
　ここまでの検討を踏まえると、資本主義体制の賃金と社会主義体制の賃金
との間の本質的な差異は以下の二点に集約できる。
　（ 1 ）生産手段の所有関係の違い
　第一に、生産手段の所有関係が異なっている。社会主義制度下の賃金と資
本主義体制の賃金は根本的に違っており、前者は生産要素の公有制を基礎と
している
（71）
。
　即ち、社会主義計画経済においては私的所有関係が存在しないため、使用
者と労働者との階級対立は存在しない。労使間の利益は対立せず一体化して
いることから、いわゆる資本家からの労働者への搾取は存在しないものとさ
れる。こうした社会主義の賃金原理について、海道（1982）は「社会主義の
もとでは、生産諸手段の社会的所有によって私的資本家は存在せず、したが
って労資の対立関係は消滅しており、生産諸手段は資本として機能せず、賃
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金にたいする資本の圧力は作用しない」と表現している
（72）
。
　他方、資本主義市場経済体制においては、公有・公営・公共的消費といっ
た公的領域は確かに存在するが、使用・収益・処分を自己責任の原則で行う
「私的所有」の機能が根本的に重要な位置を占めている
（73）
。
　（ 2 ）市場による調整の有無
　第二に、労働需給関係が存在しているかどうかという点である。資本主義
経済においては、価格は需要と供給によって決まり、賃金も一つの価格であ
るため、労働需要より労働供給が多ければ、賃金は下がり、逆に、労働供給
よりも労働需要が多ければ賃金が上がるということをベースとしている
（74）
。
　他方、社会主義においては、資本主義市場経済では当然存在する労働市場
による需給調整の代わりに、国家が一元的に生産資源の配分から労働者への
賃金配分まで計画的に決定し管理する。資本主義国では大前提となる「労働
力の自由市場は存在しない
（75）
」のである。逆に「生産の無政府性」として、社
会主義と資本主義の本質的な差異を示すものとして捉えられることとなる。
　このため、失業者は社会主義賃金の下では存在しないものとして、概念上
は整理されることとなる。
　（ 3 ）先行研究者の見解と結論
　社会主義的貨幣の特性と賃金について、伊藤（1995）は、「自由な市場経
済での貨幣の価値尺度機能はなく、価格体系の決定は、中央計画機関が費用
計算にもとづき、費用項目を積み上げて決定」しており、「労働賃金の形態
も、自由な労働市場での労働力商品の売買関係を示すものではなく、むしろ
社会的な生産物やサービスへの労働に応じた請求権」として、「基本的には
国家から受けとり、国家の提供する財やサービスの対価として国家に還流す
るものとなっていた」と指摘している
（76）
。
　また、海道（1982）も、「社会主義賃金は剰余価値法則や利潤の法則によ
って支配されず、景気変動、不況、失業の影響をうけない。また、…〈中
略〉…自由競争の外在的共生法則、労働力の需給の法則にも左右されない」
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との見解を示している
（77）
。
　さらに、M.Ellman（1989）も、社会主義者たちが伝統的に計画経済の賛
成論を唱えてきた理由について、生産の無政府性が存在しないことと階級闘
争が存在しないことの二点にあるとしている
（78）
。
　そして、猪木武徳（2011）は、社会主義計画経済の致命的な欠陥として、
「努力を評価し報酬に結び付ける『非人格的な』市場のような装置が欠落し
ている」点を指摘するとともに
（79）
、社会主義計画経済システムの破綻は、経済
社会において「私的所有」の機能や、競争をベースにした労働への報酬制度
と勤労意欲の関係が生産システムにとって重要であることを認識させたとの
見解を示している
（80）
。
　以上を踏まえれば、①社会的所有による私的所有関係の排除及び②生産と
配分への国家の直接的な関与による市場原理の排除が、資本主義体制におけ
る賃金と社会主義体制における賃金との本質的違いと結論付けることができ
る。
　（ 4 ）補論：中国労働法学者の見解
　さらに、中国の労働法学者が資本主義賃金と社会主義賃金の両者を定義付
ける際にも、上述の①～②を差異としてみており、具体的には次のとおりで
ある。
　まず、数々の労働立法に携わった史探径教授（1990）は、「資本主義の賃
金は労働力価値の貨幣表現、即ち労働力価格である。労働者は資本家に雇用
され、自己の労働力を提供し、資本家のために労働し価値を創造する。資本
家は労働者に労働者の労働が創造した価値よりとても低い賃金を支払う。労
働者の労働は労働力価値を生産する以外にも資本家のために剰余価値を創造
する。賃金の見せかけの姿は資本主義の搾取関係を覆い隠してしまう。」と
し、他方、「社会主義の賃金は労働者と職員が得る労働報酬の基本形式であ
る。社会主義制度の下での賃金は労働力価格ではなく、職員・労働者の提供
する労働量・質に応じて貨幣形式で支払われる労働報酬である。」と定義し
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ている
（81）
。純粋な社会主義における賃金は労働市場によって決定される労働力
価格は存在しないことを前提とし、搾取関係の有無も両者の違いとして指摘
していることは史探径（1990）をみると明らかである。
　次に、中国人民大学労働人事学院の常凱教授（1995）も、「計画経済の下
では、分配は平均主義であり、労働者と経営管理者は経済収入や経済利益の
上で大きな差は無かった。しかし、市場経済の下では分配は生産要素の機能
と作用によって決定され、労働者の収入は労働報酬となり、経営者の収入
は労働報酬のほか一定額の利益配分からなることとなった
（82）
。」とし、計画経
済と市場経済における賃金との違いとして、労働者と経営管理者との賃金差
の許容を指摘するとともに、「計画経済では、労働者は生産要素の身分で報
酬を得ていたのではなく、国家と企業の主人公の身分で報酬を得ていた。市
場経済では、労働者は生産要素の身分で労働力市場に入っていくこととなっ
た。市場経済下の労働分配の主要形式は賃金である。賃金基準は多種多様な
要素で決まり、主に労働力市場の需給状況、社会と企業の労働生産性及び労
資双方の力量の対比といった要素がある
（83）
。」とし、を資本主義市場経済の賃
金と社会主義計画経済の賃金との相違を労働市場の有無、所有関係の性質や
労働者の性質の違いにあると定義している。
　さらに、袁守啓（1994）は、社会主義市場経済と資本主義市場経済の違い
は、第一に所有制、即ち、社会主義市場経済は公有制を主体としている点に
あり、第二に公有制を主体としていることに対応した「労働に応じた分配」
原則が主で、共同富裕を原則としていることにあるとしている
（84）
。
　三　小　括
　本章では、社会主義市場経済体制を採用する現代中国労働法における賃金
を明らかにする前段階として、資本主義体制における賃金との比較を通じ
て、社会主義計画経済期における賃金の特質について検討した。検討結果を
踏まえると、社会主義計画経済期の賃金論の根底には、私的所有関係の排除
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と公有制の確立、市場原理の排除と政府の管理といった原則が存在してお
り、これらが資本主義体制における賃金との本質的な違いであると整理する
ことができる。
　そして、外形的には類似性がうかがえるものとして、貨幣を用いた賃金の
支払い、賃金決定の評価要素、賃金決定への国家関与を指摘した。しかし、
これらには外形的類似が認められるものの、資本主義体制におけるそれとは
理念上、異なる位置付けとされていることを確認した。
　即ち、社会主義体制において賃金は、あくまで過渡的な存在として位置付
けられており、究極的には賃金を不要とする「必要に応じた分配」の実現が
目指されている。また、賃金決定の評価要素には労働需給による影響が無
く、純粋に労働に対応した賃金の支払いが目指されている。そして、国家の
賃金管理についても市場不信、公有制の優位性の考え方が根底にあり、それ
によって介入が正当化されるというように、資本主義市場経済国家とは原則
と例外が倒置された格好となっている。
　以上を踏まえれば、「社会主義」という理念と政治体制は維持したまま、
「市場経済」という体制を選択した中国の賃金には特殊性があると推論する
ことが可能である。
　したがって、次章では、本章において整理検討した資本主義体制と社会主
義体制における賃金に対する考え方を踏まえながら、社会主義市場経済体制
における中国の賃金とは果たしてどのような存在なのか、資本主義市場経済
体制の賃金との比較でどのような特質を有しているのかを探る。
第四章　現代中国における賃金についての検討
　第三章での検討を通じて、資本主義体制における賃金及び社会主義体制に
おける賃金について検討した。本章では、両体制の賃金を念頭に置きなが
ら、社会主義市場経済という特殊な体制を採用した現代中国の賃金をどのよ
うに捉え、整理すべきかという点を明らかにすることを目的とする。
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　このため、まず、賃金について、社会主義計画経済から社会主義市場経済
への移行時に、これまでの社会主義体制の考え方との継続性を理論的にどの
ように確保し、また、資本主義市場経済体制との区別をどのように整理する
こととしたのかをみていく。
　その上で、特に社会主義市場経済における計画管理と資本主義市場経済体
制における計画管理との間の差異について明らかにする。最後に、社会主義
的観点から、社会主義市場経済体制における中国の賃金の理念的特質を抽出
する。
　一　商品経済の導入と市場形成に向けた理論の再構築の過程
　 1 　市場原理の導入に伴う党の議論
　1986年 7 月に国務院が公布した「国営企業労働契約制度実施暫定規定
（85）
」に
よって、常用性を有する業務に係る部署の新規採用労働者への労働契約制度
の導入が決定された（同規定 2 条）。その後、余剰労働力の削減による経営
合理化のため、国営企業全体に労働契約制度は拡大されていくこととなり、
国家によって統一的かつ一元的に労働者の就職先が決められ、賃金が決定さ
れるという制度から労働市場による賃金決定へと順次移行していくこととな
った。
　このように、市場経済体制への転換に伴い、賃金決定領域での大きな変革
が実行に移されたが、これを支える理論、即ち社会主義における市場の形成
についてどのように整理し、再構築したのかについて、関連規定等に基づき
検討したい。
　なお、中国の場合、思想的転換を伴う経済制度の大きな改革にあたって
は、過去の賃金改革の歴史をみても、法源性を有する「党規」が先んじてあ
り、その後、実施の局面で行政部門が関連法令や通知を制定するという関係
性がある。改革開放期における改革も同様に党がリードして行っていること
から、本節でいう「関連規定等」は党の文書等を主として意味するものとす
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る。
　（ 1 ）市場調整機能の補完的導入
　1978年末の党第11期中央委員会第三回全体会議後に鄧小平が、社会主義＝
計画経済ではなく市場調整等を重視しなければならないという思想を提出し
た
（86）
。その後、 1982年 9 月に開催された党第12回全国代表大会において、 胡耀
邦（当時党主席）が行った報告
（87）
（以下、「胡報告」という。）では、「計画経
済を主とし市場調整を補とする原則の徹底」を基本的な方向性として、「指
令性計画、指導性計画、市場調整それぞれの範囲と限界を正確に区別し、…
〈中略〉…労働制度や賃金制度の改革を行う」ことが示され、あくまで公有
制を基礎とする計画経済を主体とし、市場による調整は一定の範囲にとどめ
ることとされた。
　また、「胡報告」は、今後、市場調整機能の発揮には継続的に注意を払い
つつも、国家計画による統一的な領導を軽視し緩和することは絶対に認めら
れないことも指摘している。この段階では、鄧小平の主張はそのまま反映さ
れず、計画経済が主であり、市場調整が従であるとの方針が示された。
　（ 2 ）社会主義体制と商品経済の両立のための理論構築
　しかし、前述の労働契約制度導入の約 2 年前にあたる1984年10月に、党の
正式な決定として、中共中央「経済体制改革に関する決定」（以下、「経済体
制改革決定」という
（88）
。）が示された。本決定は、過去の社会主義建設の正負
両面を総括しつつ、マルクス主義基本原理を中国の実情と結合させ、国内経
済の活性化と対外開放方針を徹底して経済体制を改革し、社会主義現代化建
設の新局面を創るとの方針を明確化した（経済体制改革決定前文）。
　まず、現行の経済体制の問題として、現行体制は生産力発展の要求との関
係で適当でない硬直的なモデルが形成されてしまっており、商品生産や価値
法則、市場機能を軽視し、分配における平均主義が甚だしい等の弊害があ
り、社会主義経済の活力を大きく削いでいる旨指摘し、経済改革の必要性を
示した（経済体制改革決定 2 章）。
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　その上で、社会主義経済は公有制を基礎とする計画性のある商品経済であ
ると定義し、社会主義商品経済を充分に発展させることで初めて企業の効率
性を向上させ、柔軟性に富む経営を実施し、迅速に社会の需要に応えられる
とし、行政手段や指令性計画のみではこうした目的は達成できないと結論付
けている（経済体制改革決定 4 章）。
　しかし、商品経済の広範な発展はある種の盲目性（資本主義社会における
生産の無政府性状態）を生み出すことが予想されるため、計画的な指導、調
整、行政的管理を行わなければならず、これは（公有制を基礎とし搾取制度
が消滅している）社会主義条件の下で実行可能であるとした（同 4 章）。即
ち、計画経済と価値法則の実施や商品経済の発展は、相互排他的なもので
も、対立的なものでもなく、社会主義現代化のために必要不可欠なものとし
て整理したのである（同 4 章）。
　そして、商品経済と価値法則については、社会主義経済と資本主義経済の
区別は商品経済が存在しているかどうかや価値法則が機能しているかどうか
ではなく、所有制の違いや搾取階級が存在しているかどうか、労働人民が国
家の主人公であるかどうか、どのような生産目的のために服務しているのか
等にあるとした（同 4 章）。
　このように、「経済体制改革決定」は、資本主義と社会主義の市場には違
いがあることを理論的に考察して、商品経済を採用するとしても社会主義国
家理念と矛盾が生じるものではないと整理したのである。
　（ 3 ）生産発展に資する私有経済の許容
　1987年10月の党第13回全国代表大会では、「経済体制改革決定」の考え方
を踏襲し、党の最高責任者である中央委員会総書記の趙紫陽が報告を行った
（以下、「趙報告」という
（89）
。）。以下、「趙報告」を要約すると、まず、経済体
制の改革の理論的な整理については、「公有制を主体とする多種多様な所有
制経済を発展させ、私営経済の存在と発展を許容することは、全て社会主義
初級段階の生産力の実情を踏まえて決定されるものであ」り、「このように
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することによって初めて生産力の発展を促進することができる」とし、あく
まで社会主義初級段階における生産力の向上という目的をいち早く実現する
ための手法として一時的に私有経済をあくまで「許容」することとして立論
している。
　また、「趙報告」では、「金融市場、債券市場、株式市場、労務市場等は社
会化大生産と商品経済の発展に伴い必然的に出現するものだが、資本主義の
それではな」く、「社会主義はそれらを利用して自身に服務させることがで
きるし、させなければならず、併せて実践の場面でその消極的な作用を制限
する」とし、労働市場を含めた各種市場をあくまで社会主義実現に資すると
いう前提の下で認め、この目的に反するような場合には制限を受けることと
している。
　そして、「趙報告」では、「社会主義計画的商品経済体制とは、計画と市場
を内在的に統一した体制」であるとして、以下の基本概念を示した。
①計画調整と市場調整の二つの形式と手段を運用する。ただし、社会主義商
品経済の発展には市場の育成と完成が不可欠だが、市場調整手法の活用は
資本主義を実施するということと等しくはない。
②指令性計画を主とする直接管理方式では社会主義商品経済発展の要求に応
えることができない。このため、漸進的に指令性計画の範囲を縮小し、国
家の企業に対する管理から漸進的に間接管理を主とする方式に転換する。
③新たな経済システムは国家が市場を調整し、市場は企業を引導するシステ
ムである。国家は経済手段、法律手段と必要な行政手段によって市場の需
給関係を調整し、適切な経済社会環境を創造することにより、企業が正し
く経営上の決定を行えるよう引導する。
　これらの基本概念に則り、社会主義市場体系の形成、間接管理を主とする
マクロ経済調整体系への漸進的な移行、公有制主体を前提とする多様な所有
制経済の発展、「労働に応じた分配」を主体とする多様な分配方式と正しい
分配政策の実行を柱とする経済体制改革が進められることとなった。
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　（ 4 ）93年の憲法改正による計画経済条項の削除と社会主義市場経済体制
の導入
　さらに、1992年には鄧小平が、上海や深圳等を視察した南巡講話におい
て、「計画経済＝社会主義ではなく、資本主義にも計画はあり、市場経済＝
資本主義ではなく社会主義にも市場はある。計画と市場はいずれも経済手段
である」と指摘し
（90）
、これを受けて、1992年10月に開催された党第14回全国代
表大会の江沢民の報告において、中国はいまだ社会主義初級段階にあり、少
なくとも100年はその段階が続くと前置きした上で、「経済体制改革の目標は
社会主義市場経済を打ち立てることにあり、これは生産力のさらなる解放と
発展に有益であり」、「社会主義市場経済は社会主義基本制度と結合するもの
である」と表明した
（91）
。即ち、過渡的位置づけである社会主義初級段階におい
て、生産力の発展のために計画経済体制に代わり市場経済体制を採用するこ
とを明示している。
　そして、これらの結果として、1993年の「82年憲法」改正により、「国家
が社会主義市場経済を実施する」ことが中国の経済体制の基本方針とされ、
それまで規定されていた「社会主義公有制を基礎とする計画経済を実施す
る」との明文が無くなることとなった（82年憲法15条）。
　 2 　社会主義経済体制における市場形成の理論上の位置付け
　（ 1 ）過渡期としての市場経済の導入
　ここまでの検討を踏まえると、まず、社会主義における市場の導入を巡る
理論の再構築については、マルクス主義の目指す「必要に応じた分配」を満
たすだけの生産力を社会全体で備えるため、あくまで過渡期における手法と
して市場経済を導入していることがわかる。
　即ち、労働市場を含めた市場は、少なくとも理論上はあくまで社会主義の
理想実現のための手段として許容されているのであって、資本主義経済体制
のように所与の存在ではなく、社会主義初級段階から次のステップに移行す
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るために必要な範囲内で、市場機能の発揮が求められている。
　このことは、前述のいずれの党の文書も公有制を主体とする経済を採用す
る旨記載していることや、「82年憲法」第 6 条第 1 項で「社会主義経済制度
の基礎は生産手段の社会主義公有制」であり、同条第 2 項で「国家は社会主
義初級段階において、公有制を主体とする」と規定
（92）
していることをみても、
中華人民共和国にとって市場は過渡期における一時的な存在として理論的に
整理されていると考えられる。
　このような考え方は、董和平（2000）が「82年憲法」に規定する公有制と
非公有制経済の関係について、非公有制経済の存在と発展は社会主義公有制
にとって有益でなければならないという大前提の下で許容されるのであり、
非公有制は社会主義公有制を補充するものとしてのみ存在し、その発展程度
と範囲は制限されるのであって、自由な発展、無限定の拡大そして社会主義
公有制の法的な主導的地位との衝突は絶対に許されないとしていることから
もみてとれる
（93）
。また、肖蔚雲（2004）も、「82年憲法」第 6 条は中国が社会
主義公有制を基礎とする経済制度の建設を表明する旨の規定であると解して
いることからも明らかである
（94）
。
　（ 2 ）社会主義市場経済体制下における市場の特質
　次に、資本主義経済における市場との差異、即ち社会主義体制という前提
条件が存在していることによる差異が問題となるが、まず政治理念上の差異
としては、先に述べた主とする所有制の違いのほか、労働者が国家の主人公
として位置づけられていることや、搾取階級の不存在、労働者が「必要に応
じた分配」が実現した社会への移行という目的意識をもって生産に従事して
いることを差異として整理できる。
　そして、政策手段における差異としては、社会主義政治体制と一体となっ
た計画管理の存在が挙げられる。この点、指令性計画は漸進的に縮小され、
国家は市場への間接的な管理を主とする体制への移行する旨の方針が示され
ていることは先に紹介したとおりであるが、政治体制において党が独裁する
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体制や、共産党傘下にあり一元的な労働組合組織である工会を通じて党が指
導する体制が維持されていること、そして、賃金決定領域でいえば、「賃金
指導ライン」（原語：工資指導 ）の設定等の賃金管理が継続的に行われて
いることを踏まえると、やはり資本主義経済との市場に対する考え方の違い
が政策手段にも現れているものと整理できると考えられるのではないか。
　以上の点については、次節でさらに深く検討することとしたい。
　二　社会主義市場経済における計画管理の性質
　 1 　社会主義計画経済体制における計画
　（ 1 ）計画による市場の代替
　社会主義国家における計画は、国家が設定した経済指標の諸数値の目標達
成に向けて、資源の配分を国家が一元的に管理するための手段として立案さ
れるものである。したがって、計画化は、生産手段を国有化し、国家が市場
に代替する役割を担う社会主義国にとっては必要不可欠なものである。
　具体的には、M.Ellman（1989）は、社会主義計画経済の伝統的モデルの
主な特徴として、「生産手段の国家所有、政治的独裁、一元的な階級システ
ム、命令的計画化、物的計画化」を挙げている
（95）
。
　また、董和平（2000）は、計画経済とは、「国家が各階層の報告を通じ経
済発展計画を編制した上で逐次下達し、各種企業と経済組織が厳格に計画に
照らして生産と経営活動を実施する経済運営体制であり」、「国家経済の運営
は厳密な政府の調整・分配とコントロールの下で行われる」ものと定義して
いる
（96）
。
　このように、市場が存在しない社会主義計画経済国家にとって、国内資源
の投入と生産物の分配を統一的に管理する計画は、市場経済に対する優位性
を示す象徴的な手法だった。賃金についていうと、国家の統一的方針に基づ
き、企業は賃金や人員に関する計画を策定しなければならなかった。即ち、
賃金決定を含めた労働関係の調節は、国家が行政手段によって直接管理した
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のである
（97）
。
　（ 2 ）計画の指令的、拘束的性格
　そして、このような社会主義体制における計画の特性について、M. 
Ellman（1989）は、「いくつかのモデルにおける計画化は「指示的」な形態
をとるか、若しくは単に政治的又は外部的（例えば、援助供与者に印象づけ
る目的）であるにすぎないとすれば、伝統的な社会主義モデルを採用する国
家では、計画化は経済関係者を拘束する指令の形態をとる」との見解を示し
た
（98）
。また、国家社会主義諸国においてきわめて重要な意味をもつ党派性原則
に基づけば、計画は党の政策の具体的表現であることを意味し、計画は全て
の問題を党の視点から捉えなければならないと指摘し
（99）
、資本主義諸国の計画
との違いは拘束力の大きさと党との関係性にあるとした。
　さらに、猪木（2011）は、フランスを例として指令的計画とは異なる指示
的計画の特徴を説明している。即ち、指示的な計画では、計画の目標数値を
達成することは「至上命令」ではなく、数量的な目標を投影し経済主体に示
す、まさに「指示的」な計画なのであり、精神の核心は「そう信じれば、そ
うなる」という自己実現的期待とも呼ぶべきメカニズムを通して、国民の協
力体制を誘いだすような構造を内包していたと指摘するとともに、日本の高
度経済成長期の「所得倍増計画」も同じ精神に基づくものであると整理し、
指示的計画と指令的計画との違いを明らかにしている
（100）
。
　以上を踏まえれば、社会主義国家の計画は資本主義国の計画とは異なり、
指令性を帯びており、計画内容に関係する全ての組織を規律する拘束力を有
する。そして、党派性原則によって計画は党の政策と表裏一体であるため、
計画と矛盾する行動を採ることは執政党である共産党の政策との関係からも
許されないものとされていると整理されよう。
　 2 　社会主義市場経済体制の計画管理
　では、社会主義市場経済体制導入後の中国における計画管理は、資本主義
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国が策定する計画管理との差異を依然として残しているといえるのだろう
か。
　（ 1 ）国家による賃金決定への関与の外形的類似性
　この点、本稿の検討対象である賃金を軸に考えると、国家が立案した計画
に基づき賃金を管理する手法は、何も社会主義計画経済国家特有のものでは
ない。
　即ち、既述のように資本主義市場経済体制と国家による賃金に対する規制
ないし管理が結びつかないわけでは決してなく、また、戦時統制下に行われ
た国内資源の一元的配分による効果的な生産の実現という日本の事例をみて
もわかるように、生産力の発展強化という社会主義国家と同じ目的をもった
国家統制が、資本主義国においても行われていたと整理できる。したがっ
て、賃金への国家による規制は社会主義特有の政策ではなく、外形的には類
似性が認められるといえる。
　（ 2 ）社会主義国家の賃金決定への国家関与の理念とその必要性の論拠
　しかし、欧米諸国や日本と、中国が依って立つ理念は異なっている。つま
り、社会主義体制下においては、市場に対する否定的な価値観（マルクス主
義思想（「生産の無政府性」への批判））が前提として存在しており、労働者
階級が領導する国家として、労働者の利益代表としての国家が市場に介入
し、賃金を常時管理することは是とされる。このため、国家による賃金への
管理は正当化されることとなり、資本主義市場経済国家における市場への統
制は抑制的であるべきとの考え方とは、異なる理念によって根拠付けられて
いることがわかる。
　具体的に政府による賃金に対するコントロールの必要性を訴えたものとし
ては、まず、1992年12月に開催された全国労働庁局長会議での阮崇武労働部
部長の報告
（101）
がある。同報告は、社会主義市場経済体制の改革目標が決定され
たことを踏まえた、今後の労働行政部門の機能について言及している。その
中で、賃金については、賃金総量のコントロール手法を試験的に探究してい
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くことを表明し、健全な市場運営のための労働賃金のマクロ（或いは地域単
位の）コントロール体系を打ち立てることを重要任務とするとともに、計画
の全体性、長期性、前置性を用いて市場手段の不足を埋めなければならない
としている。次に、賃金マクロコントロールの体系として、①賃金統計の整
備による情報提供の強化、②弾性労働賃金計画（原語：弾性労動工資計劃）
を通じた賃金管理、③社会主義社会における分配形式である「労働に応じた
分配」を実現するための賃金マクロコントロールの強化改善を求めている。
　また、郭飛（1993）も、企業が賃金の分配主体となったことは、国家が手
を引いて管理しないということを意味するものではなく、社会主義市場経済
と資本主義市場経済との差異は、所有制の基礎だけでなく、社会主義国家が
計画と市場の双方の手段の長所をより発揮できるということにもあるとし
て、国家の企業に対するマクロコントロールは堅持すべきであるとの見解を
示している
（102）
。さらに、袁守啓（1994）は労働行政部門の労働力市場における
地位と役割について、特に賃金マクロコントロールの強化が必要であるとし
ている
（103）
。
　このほか、市場経済の導入後、M.Ellman（1989）のいう指令性計画は縮
小化が進められたものの、共産党一党独裁
（104）
と党の指導の下にある工会のみを
労働組合組織として存在させるという体制
（105）
が維持されている現状において
は、党及び国家が決定した計画の実施は、資本主義諸国のそれとは意味合い
が異なり、実質的に上から下への実施命令としての色彩が強いものとして位
置付けることができる。ここでいう「実質的」とは、計画で課せられた目標
数値の達成状況は地方政府、党組織、工会それぞれの幹部への評価に直結す
るため、その達成が至上命題となるということである（いわゆる「圧力型シ
ステム」（圧力型体制
（106）
）の存在）。こうした政治体制や構造は、計画経済期に
おける計画目標達成のための構造から根本的な変化は生じていない
（107）
。
　（ 3 ）結　論
　以上の内容をまとめると、社会主義市場経済体制下における計画管理は、
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生産面では公有制主体、分配面では「労働に応じた分配」原則の実現を理念
としており、市場不信を前提に据えている点で資本主義市場経済におけるそ
れとは異なっていることは明らかである。また、政治体制から捉えれば、計
画管理は党や工会の組織体制の特殊性と一体となる形で、事実上の強制的色
彩が強くなっている点で異なるものとして理解することができる。
　三　現代中国における賃金の理念的特質
　ここまでの検討結果を総合すると、現代中国の賃金論は、市場経済的価値
観やそれに基づく仕組みが外形として存在しているが、社会主義的な理念及
び体制に基づく考え方が内包され、一つの理論が形成されていることがわか
る。あくまで社会主義という枠内での、市場経済であり労使の賃金決定なの
である
（108）
。つまり、形式上、純粋な社会主義賃金論は適用できなくなっている
としても、理念として存在し続けているということである。
　以上を念頭に置いて、現行体制下の賃金の理念的特質をまとめると、以下
のとおり整理することができる。
　 1 　市場による賃金決定は過渡的なもの
　社会主義初級段階は、「必要に応じた分配」への移行のために必要な生産
力を備えることを目的とする過渡的期間であり、将来的には社会主義社会、
共産主義社会へ移行していくことが目指されている
（109）
。このことは、先に紹介
した、社会主義市場経済体制の導入について初めて言及している1992年の党
第14回大会の江沢民報告において、中国は少なくとも今後100年間続く社会
主義初級段階にある旨記載されていることからも明らかである。
　したがって、理念的には、現行の市場による賃金決定はあくまで一時的な
ものであり、かつ公有経済の補助的な手段として位置付けられているといえ
る。この点、肖蔚雲（2004）も、「社会主義段階においては、労働に応じた
分配原則の巨大な進歩と積極的な機能を肯定しなければならない」と述べ
（110）
、
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共産主義段階に移行するまでの段階において、貨幣賃金を媒介として労働報
酬を支払う「労働に応じた分配」原則の実現が求められるとしている。
　即ち、改革開放前の中国において、賃金とは、市場で決定される労働力
の対価としての貨幣表現ではなく、提供された労働に対する等価の報酬と
して、消費に充てるための交換手段として一時的に用いられるものであっ
た（社会主義社会における賃金
（111）
）。補足すれば、「必要に応じた分配」が実現
できるだけの生産力が備われば、国家が人民に必要な消費品を供給すればよ
く、究極的には報酬としての賃金の支払いは不要となる社会が目指されてい
た（共産主義社会における賃金）。つまり、賃金は、「必要に応じた分配」の
実現に向けて一国の生産力を上げるための、あくまで過渡的な道具として位
置付けられていたのである
（112）
。
　そうであるとすれば、現行の社会主義市場経済体制における労使の賃金決
定は、形式的な位置付けはどうであれ、理論上は、「必要に応じた分配」を
実現できるだけの生産力を備えるための過渡的なシステムとして位置付けら
れているのである。
　 2 　「労働に応じた分配」原則の継続的実現
　（ 1 ）労働市場の出現と「労働に応じた分配」原則
　改革開放以前の賃金制度は、剰余価値の無い純粋な労働の質と量に応じた
報酬の支払いとしての「労働に応じた分配」原則を実現する仕組み（賃金等
級制）が構築されていた
（113）
。即ち、労働者それぞれが能力に応じて国家の主人
公としての態度をもって国家の繁栄富強のために労働を行い、その結果を国
家ないしは集団が個々の労働者の労働の量と質に照らして労働の成果を分配
することにより、労働者の生産への積極性を引き出し、国家の主人公として
の労働への情熱を刺激することが社会主義労働における分配であるとされて
いた
（114）
。
　しかし、市場の存在が許容されたことによって、賃金決定が市場化された
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結果、企業が国家に代わって「労働に応じた分配」を行う主体となった。即
ち、「労働に応じた分配」が国家の計画に基づく分配を通じて直接実現され
ていた計画経済体制とは異なる、市場による賃金決定システムへの転換が図
られた
（115）
。
　このため、現代中国において、「労働に応じた分配」原則をどのように実
現していくべきかが課題となった。
　（ 2 ）中国人研究者の議論状況
　この点、上海財経大学法学院の王全興教授（2008）は、「労働に応じた分
配」とは、「労働者が提供する労働量（数量及び質）に応じて個人消費品を
分配し、多く労働する者が多くを得るという原則を実施することであ」り、
「賃金立法において、労働の数量と質を賃金分配の主要又は唯一の尺度と
し、非労働要素が賃金分配に与える影響を漸進的に減少ないし消滅させてい
くことを堅持しなければならない。」としている
（116）
。王全興（2008）は、市場
や私営企業の存在を前提としつつも、労働の質及び量による賃金決定の実現
を堅持していく必要があり、できる限り「労働に応じた分配」原則に沿う賃
金決定の必要性を指摘しているといえる。
　また、史探径（1990）は、「労働に応じた分配」方式以外の分配形式は、
その存在を許されているというだけに過ぎず、多種多様な分配方式の存在は
合理的有益な現象だが、「労働に応じた分配」方式が今なお主体であり、「82
年憲法」第 6 条第 2 項は「労働に応じた分配を主体とする多様な分配方式が
並存する分配制度を堅持する。」と規定していると指摘した上で、中国の賃
金は「労働に応じた分配」規律を体現する一つの形式であって、賃金立法は
この原則を遵守し徹底しなければならず、これはわが国労働法の重要任務の
一つであると解している
（117）
。
　このように、史探径（1994）は、「労働に応じた分配」原則の実施を国家
理念としていることは、社会主義市場経済と資本主義市場経済とを区別する
重要なメルクマールの一つであるとし、特に、全民所有制企業（国有企業）
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は「労働に応じた分配」原則を徹底執行するため、健全な賃金総額の調整シ
ステムを創設し、国家はマクロコントロールを強化し、賃金管理を規範化し
なければならず、非公有制企業に対しては、必要な監督と指導を行い、合理
的な労働報酬制度の創設を促さなければならないとの見解を示した
（118）
。
　さらに、袁守啓（1994）も、労働部の最近の研究及び議論によれば、将来
的に企業の賃金は最低賃金法等の国家立法を経て調整コントロールすべきで
あり、さらに定期的に国家が「賃金指導ライン」を発表し、企業が団体交渉
を通じて賃金の伸び率を確定することで最終的に「労働に応じた分配」を実
現できるとし
（119）
、「労働に応じた分配」の実現は計画経済、市場経済問わず実
現すべきで、その手段として最低賃金法だけでなく、「賃金指導ライン」等
の国家による賃金のマクロコントロールが必要だと整理している。
　なお、改革開放後の職工が法律とは何かを学ぶために出版された読本
（1983）においても、「労働に応じた分配」は我が国の分配原則であり、社会
主義制度の優越性を表わすものであるとされている
（120）
。
　（ 3 ）考　察
　現代中国では、既に市場による賃金決定が基本となっているため、賃金は
労働需給や企業の利潤追求による影響を受けることとなる。このため、純粋
に労働者の労働の質及び量を評価するという意味での「労働に応じた分配」
原則の徹底は難しくなっているという現状が当然存在していることがわか
る。
　しかし、「82年憲法」第 6 条第 1 項及び同条第 2 項
（121）
や「労働法」第46条
（122）
で
理念として「労働に応じた分配」原則の堅持を掲げていることや、中国の労
働法研究者も社会主義国家として「労働に応じた分配」原則を引き続き実現
していくことが重要との立場に立って、政府の賃金コントロールの必要性を
論じていることからすれば、「労働に応じた分配」原則を規定している「82
年憲法」や「労働法」の条文は、国家が市場経済導入後も継続的な賃金コン
トロールの実施を正当化する根拠を賦与していると解される。
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　なお、現代中国は社会主義初級段階にあると整理している以上、過渡期
論の考え方に基づき、「労働に応じた分配」は、将来的な「必要に応じた分
配」が実現する社会を見据えた一時的なものであるという理念上の整理は、
市場経済前後で基本的な変化は生じていない。
　 3 　市場の「利用」という価値観の存在
　（ 1 ）市場に対する批判的理解
　市場による賃金決定が所与のものであって、市場の失敗を防ぐために国家
の介入が許容される資本主義市場経済とは異なり、社会主義国は、そもそも
市場への不信を前提とする理念に立っていることは既に何度か言及してきた
とおりであり
（123）
、生産力向上による社会主義国家建設のために、市場経済を利
用するという立場に立っている。
　例えば、「82年憲法」が施行された翌年の中国法学会の憲法論文集をみる
と、周方（1983）は、外資の進出などの経済における柔軟性は社会主義事業
の発展促進に有益であるが、国家の社会主義的性質を害しないことが前提で
あると解している
（124）
。
　また、「82年憲法」制定時は改正を経た現行の憲法条文と異なり、計画経
済が主、市場経済が従として規定されていた（93年改正前の82年憲法15条）
という留保はあるものの、薛暮橋（1983）は改革期の経済管理体制につい
て、「計画指導の下でうまく市場調整機能を利用しなければならない
（125）
」と解
しており、「82年憲法」の根底には市場を利用するという理念が存在してい
ることがうかがえる。
　さらに、「82年憲法」制定から10年後においても、例えば、朱鋒（1993）
は「私営経済には雇用搾取関係という経済成分がある…（中略）…ここ数年
の経済発展状況は私営経済の一定程度の発展は生産促進や市場活性化に貢献
することを明らかにしている
（126）
。」としており、いずれも生産の発展と拡大と
いう社会主義的目的に資するという条件付きで私営経済を利活用するという
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理念に憲法が立っていると解している。
　この点、確かに1999年の「82年憲法」改正により、「法律の範囲内で私経
済、私営経済など非公有制経済は社会主義経済の重要な構成要素である」
（82年憲法11条）とされ、非公有制経済は社会主義公有制経済を補うもので
あるとの従前の規定が削除されており、これは非公有制経済の重要性が市場
において増してきていることを反映したものといえる
（127）
。
　しかし、市場の無政府性への批判の現れとしての公有制（国有経済）は、
依然として国民経済を主導する力であると規定されるとともに（82年憲法 7
条）、経済制度についても社会主義公有制が主体であることを堅持する旨が
引き続き位置付けられている（82年憲法 6 条 2 項）ことと併せて考えれば、
市場の無政府性に対するものとして、公有制やそれを具体化した国有経済を
主とする経済体制こそが、社会主義の資本主義に対する優越性が存する所以
なのだと考えるのが適当である。
　なお、「82年憲法」の起草で中心的役割を果たした憲法改正起草委員会副
主任委員の彭真（1983）も「社会主義公有制の確立は社会における生産の無
政府状態を除去し」、さらに、「人が人を搾取する制度を消滅させたのであ
り、それぞれが能力に応じて働き、労働に応じて分配することが社会主義経
済の基本的制度である」と述べている。
　これらの見解を踏まえると、私営経済を認め市場の存在を許容しつつも、
公有制を主体とする経済体制を標榜し続けている現代中国において、少なく
とも憲法理念としては、生産の無政府性は原則として排除されるべきものと
して捉えられているといえる。
　（ 2 ）賃金コントロールの恒常的実施とその具体的手段
　したがって、労使の賃金決定に対する継続的な国家の関与が当然に正当化
され、賃金マクロコントロールが恒常的に実施されることとなる。
　即ち、「労働に応じた分配」を実現するため、「市場経済体制完成後であっ
ても、国家が賃金総量に対して適当なマクコントロールを行うことは必要
（128）
」
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であり、「マクロ領域で労働に応じた分配を実現するため、賃金立法におい
て、国家が賃金分配をマクロ調整・コントロールする賃金比例関係の実行を
求め、非労働要素が決定する異職業、異部門、異地区、異単位間の賃金収入
の差を調節し、各職業、部門（業種）、地区、単位の賃金水準をそれぞれの
労働生産性によって決定するようにさせる
（129）
」のである。
　そして、賃金コントロールの具体的手段としては、地区、部門（業種）賃
金水準をコントロールするものとして、国家が賃金上昇率の原則と水準を決
定指導する「賃金指導ライン」、地区や業種の賃金総額や従業員数に対する
コントロールのための「弾性労働賃金計画」といった手法が存在し、個別企
業のレベルにおいては、「賃金総額使用手帳」（原語：工資総額使用手冊）に
よる管理や賃金労働協約への労働行政部門の審査等の手法が存在している。
　このように、「市場」は、あくまでその先にある目標を実現するための手
段に過ぎないという社会主義的理念から、中国における賃金を捉えると、賃
金水準及びその上昇速度を国家がコントロールし、資源を合理的に配分する
ために国家が継続的に賃金をコントロールすることは当然のことなのであ
る
（130）（131）
。ここに、資本主義市場経済国家と異なる社会主義国家の特質が存在して
いる
（132）
。
　 4 　国家の主人公としての労働者の存在
　労働者は使用者に従属する労働者としての側面だけではなく、国家の主人
公として憲法上の位置づけも有しており
（133）
、二面性をもっている
（134）
。
　この労働者の二面性について、常凱（1995）は、「政治上からみれば、労
働者は我が国において国家の主人であり、その地位と権利は労働問題におい
て体現されなければならない。そうでなければ、労働者はいわゆる国家の主
人であるというのは虚言のスローガンになったと感じるだろう。」とし、さ
らに、「我が国は人民民主主義独裁の社会主義国家であり、労働者階級の領
導と全心全意労働者階級に依頼することが我が国の立国の根源である
（135）
。」と
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解している。
　また、彭真は、「労働者階級の領導」を規定する第1条は、我が国の国体を
規定したものであって、憲法における公民の基本的な権利および義務につい
ての規定は、「総則」のなかの人民民主主義独裁の国家制度と社会主義の社
会制度についての原則的規定からみちびき出されたものであるとの見解を述
べている
（136）
。
　さらに、董和平（2000）も、労働者階級のみが国家領導権を有すること
は、「82年憲法」第 1 条が規定する無産階級専政の根本のメルクマールで
あると述べている
（137）
。先に紹介した改革開放後の職工の法律学習用の読本
（1983）でも、社会主義法の本質について記述されている一節において、
「我々の社会主義国家においては、人民民主主義独裁政権を掌握した労働者
階級と多数の労働人民が国家の主人になった」とされている
（138）
。
　したがって、社会主義制度下での労働者は国家及び企業の主人公であり、
彼らは自己及び社会のために労働を行う
（139）
。したがって、労働者階級が中国の
指導階級であるということを十分念頭において、中国労働法における賃金決
定に関する権利義務を読み解く必要があるといえる。
　以上を踏まえれば、中国において、現に市場で生じている労使関係という
事象を捉える際の労働者と、労働者階級が領導する国家の主人公としての社
会主義的な理念上の労働者の位置付けの二面性が併存していることは、賃金
決定を含む労働問題への国家の対応方針や法令における労働者重視の姿勢を
説明する論拠となって現れる
（140）
。
　 5 　「圧力型システム」による命令的手法の維持
　国家による賃金に対するコントロールは、形式的には資本主義のそれとは
変わらないような指導的なコントロールであるようにみえても、党組織と政
府部門が一体となった社会主義政治体制の下では、事実上の強制力を有す
る。
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　前述したとおり、中国においては、上級政府ないしは党組織から下達され
た指令や任務の達成度合いを幹部任用の業績評価の指標とし、下級政府ない
し党組織幹部に目標達成を事実上強制する圧力型システム
（141）
が存在している。
この圧力型システムの実施手段として目標責任制が実施されており、GDP
成長率、都市部住民収入、都市部就業産児制限、省エネ等の重要指標が幹部
の業績評価項目として組み込まれ、設定された年度数値目標に照らして分析
評価が行われる
（142）
。
　したがって、所属する当該政府等が定めた中長期発展計画や年度任務目
標、そして上級統計部門や関係主管部門が設定した経済発展水準、都市部住
民収入等の数値目標
（143）
の達成は幹部にとって最優先の任務となり、地方政府
（党組織）幹部にとって数値目標は、自身の昇進のため、是が非でも達成し
なければならないものとして位置付けられることとなる
（144）
。即ち、「指示・指
標を達成できないと予算の配分が少なくなるし、幹部の昇進や表彰ができな
い」ため、「中国の地方には自治はなく、あくまで上から下への圧力体系」
が存在し、上級が下級に課す重要指標は絶対的」なものとなる
（145）
。
　このように、幹部の評価管理制度を通じた上級部門の下級部門に対する強
制力が生じることにより
（146）
、上級部門の指導が実質的に命令に置き換えられ
る
（147）
。賃金との関係で捉えると、評価指標の一つとして明示的に組み込まれて
いる「都市部住民の収入」指標によって、中央政府が実施する賃金コントロ
ールに関する数値目標
（148）
には強制力、拘束力が賦与されていると考えられる。
したがって、政治体制や幹部評価制度と併せて賃金コントロールの性質を捉
えることが重要である。
　 6 　工会の特殊性の存在
　中国における労働組合組織として工会があり、その特質は計画経済時代か
ら根本的には変わっていない。工会は社会主義体制を維持する重要な制度と
して位置付けられている
（149）
。
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　即ち、中国では、資本主義市場経済国家では一般的な労働組合組織の多元
化は存在せず、工会は一元的に組織化されており、労働者代表性及び執政党
である共産党からの独立性に問題が存在している。
　工会は組織全体が共産党の指導下にあり、工会活動も党および行政（政府
または企業行政）に統括されているために外部関係において大衆団体として
の独立性を有していないという特徴をもっており
（150）
、運営面においては上級工
会から下級工会へ幹部が派遣されたり、企業管理者側が工会幹部を指名した
りする例も見受けられている。近年広東省、浙江省等の工会で幹部の直接選
挙が進み
（151）
、徐々に改善が図られているものの、民主性の程度は依然不十分な
状況にある。このように工会には、労働組合の組織率の低迷に直面している
日本を含めた先進国とは異質の、中国特有の問題が存在している。
　したがって、工会は現段階においては、まだ自主性、民主性を有する労働
組合となっていない状況にある
（152）
。つまり、現行「中華人民共和国工会法」
（以下、「工会法」という。）では、工会は「中国共産党の領導を堅持する」
（工会法 4 条）と共産党の指導を受けることが明確に規定され、「党の下部組
織」としての側面を持つとともに、企業等に対する労働法令違反行為の是正
要求や職工の権利侵害問題に関する調査権等を賦与されており行政機関的性
格をも有している（工会法22条、25条）。また、経営者、従業員の利害が基
本的に一致するという計画経済時代のイデオロギーという伝統を受けて「企
業内の福利厚生機関」としての顔も依然として有している
（153）
。
　このような多面的性格を有する工会の顔の一つとして労働者代表組織と
しての側面がある。具体的には、「労働協約規定
（154）
」や「賃金団体交渉試行弁
法
（155）
」といった賃金を含めた団体交渉制度の中において、工会は労働者代表と
して企業側と交渉にあたる地位を与えられていることから、中国の賃金決定
関係法令にアプローチする際には、工会の特殊性を念頭に置いた検討が求め
られる
（156）
。
666　早稲田法学会誌第66巻 1 号（2015） 社会主義市場経済体制における中国の賃金に関する理論的考察（森下）　6667
　四　小　括
　前章で整理した社会主義体制及び資本主義体制における賃金を念頭に置き
ながら、社会主義国家における市場経済導入時の党の議論を概観しつつ、そ
の結果としての社会主義市場経済における計画管理の特質について検討を行
ってきた。
　これらの検討結果を踏まえると、社会主義市場経済体制の中国における賃
金の理念的特質として、①過渡的な市場による賃金決定、②「労働に応じた
分配」原則の継続的実現、③市場「利用」という価値観の存在、④国家の主
人公としての労働者理念の存在、⑤圧力型システムによる命令的手法の維
持、⑥工会の特殊性の存在を指摘することができる。いずれも、中国の社会
主義的な理念及び体制の特殊性から派生した特質であり、中国労働法におけ
る賃金決定関係法令を規定する説明変数として位置付けることができる。
　したがって、市場経済の導入によって再構築された現代中国の賃金論は、
表面的には資本主義市場経済国家の賃金決定と大差が無いようにも見える
が、単一の価値観によって説明できるものではなく、社会主義に来源をもつ
特質と併せた視点で捉えることによって、初めて正確な理解が可能になると
考えるべきであることは確実である。
　つまり、現代中国の賃金論は、一見すると対立する概念が併存して一つの
理論を形成している。端的に言えば、法を規定する理論に市場秩序と社会主
義的秩序の二つの秩序が内在している状態にあるといえよう
（157）
。
第五章　結　語
　本稿では、複雑な構造を有する中国労働法の賃金決定関係法令を規定して
いる理念と各変数の相互の連関関係を立体的に明らかにするための基礎的考
察の一つとして、社会主義市場経済体制下の中国における賃金の特質につい
て、特に社会主義という観点からどのような特質が存在しているのか理論的
な分析を行った
（158）
。
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　この結果、そもそも現代中国の法秩序ないし法令を構築するにあたって基
礎となる価値観は単一のものではなく、社会主義的な理念及び体制に基づく
価値観、即ち、市場不信や階級闘争論、労働者階級領導の国家理念、共産党
一党独裁体制の堅持といった考え方と、その枠内で許容されている市場経済
的価値観とが併存していることがわかった。
　つまり、市場による賃金決定システムへの転換を大目的として整備されて
きた一連の賃金決定関係法令等の中国労働法制を研究・検討する際には、労
働及び賃金に対する社会主義的な考え方がその構造の説明変数として今なお
存在していることを認識することが必要不可欠である。
　もちろん、社会主義計画経済期の賃金論の根底に存在していた、私的所有
関係の排除、公有制の確立及び市場原理の排除とそれを実現するための国家
による管理・コントロールの実施という原則は、賃金決定の市場化とともに
現代中国の賃金を語る際の唯一の理念や理論としては用いることができなく
なっている。
　しかしながら、このような理念や理論を全く捨象して現代中国の賃金決定
関係法令を検討すると不十分な結果になってしまうのである。即ち、市場化
を追求する視点とともに、社会主義体制下の中国における賃金の理念的特質
として前章で列挙した 6 つの特質を検討の視角に据えて、中国労働法におけ
る賃金決定関係法令を捉える必要がある。
　そして、果たして社会主義市場経済体制の賃金決定における社会主義的特
質が個別法令においてどのような形で表出しているのかという点について
は、今後の研究課題として整理することとしたい。
　なお、現代中国の賃金決定関係法令解釈にあたっては、賃金決定関係法令
を一時点で捉えることの危うさを認識しておかなければならない。即ち、外
形的には資本主義市場経済諸国と変わらない賃金決定の法政策が中国におい
ても実施されているようにも見えてしまうが、中国の賃金決定関係法令の構
造を正確に捉えるためには、点ではなく、歴史的な時間軸とともに、縦軸と
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横軸に市場経済の導入と社会主義的な視点を置いた上で説明する必要がある
のである。
（ 1 ）彭光華・菊池高志『アジア法の諸相』「第三章　中国における賃金決定システム
に関する調査研究」（アジア法研究会報告書、2003） 1 - 2 頁参照。
　http://www.law.nagoya-u.ac.jp/cale2001/result/reports/asia_ac/2002/chapter 
3.html（最終アクセス：2014年11月18日）
（ 2 ）中華人民共和国主席令28号「中華人民共和国労動法」
（ 3 ）伊藤誠（『市場経済と社会主義』（平凡社、1995）244頁）は、中国の社会主義市
場経済は、東欧やロシアの新自由主義による無限定の市場経済化の路線とは異な
り、市場経済化が全面的な資本主義化となってはならないことも含意されており、
社会主義への道はなお堅持されていると分析している。
（ 4 ）高見澤磨・鈴木賢『中国にとって法とは何か　統治の道具から市民の権利へ』
（岩波書店、2010）227頁。
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（ 6 ）伊藤（前掲・注（ 3 ）13頁）は、社会主義市場経済体制をとる中国について、
「重要な企業や生産手段を公有化している社会主義社会が市場経済を組み込み、市
場経済の作用と共存しつつ発展する可能性」を問題提起している。
（ 7 ）ここでいう先行研究の状況については、拙稿「中国における計画経済期の賃金
決定法政策の展開に関する考察（ 1 ）」（早稲田大学法研論集152号、359-384頁）第
一章で紹介しているので参照いただきたい。
（ 8 ）拙稿「中国における計画経済期の賃金決定法政策の展開に関する考察 （ 1 ）」（早
稲田大学大学院法研論集152号、359-384頁）及び「中国における計画経済期の賃
金決定法政策の展開に関する考察（ 2 ・完）」（早稲田大学大学院法研論集153号、
291-316頁）において考察を加えている。
（ 9 ）季衛東（『現代中国の法変動』（日本評論社、2001）349頁及び119頁）は、「法秩
序の複数性」、「複数の法イデオロギー的内容が混在」といった表現を用いている。
668　早稲田法学会誌第66巻 1 号（2015） 社会主義市場経済体制における中国の賃金に関する理論的考察（森下）　6689
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「物権法」、「独占禁止法」、2008年の「企業国有資産法」、「特許法」改正を挙げてい
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（11）季・前掲注（ 9 ）352頁
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国法学2010年 3 期、2010）
（16）王旭・前掲注（15）88頁
（17）王旭・前掲注（15）77頁
（18）小森田秋夫（「旧社会主義諸国における「西欧法」原理の導入 人権」（比較法研
究55号、1993）35-36頁）は、社会主義国における人権は、個人の権利を謳ったフ
ランス人権宣言とは対象的に、階級的・集団的にとらえた「人民」を主体として表
現され、人権の範疇は基本権が何よりも社会体制によって保障される以上、この体
制を支えるための義務の履行が権利の行使と不可分の関係に立ち、社会体制を否定
するような権利の行使は認められない（表現の自由などの制約原理としての社会体
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（19）董和平・韓大元・李樹忠 『憲法学』 （法律出版社、2000） 第 3 編 基本権利与基本
義務（韓大元執筆）402-403頁参照。なお、王旭（2010、76頁）論文においても、
憲法学界の労働権の性質の主流的考え方は、労働権を自由権と社会権の二重性を兼
ね備えているものと解していると紹介している。
（20）肖蔚雲『論憲法』（北京大学出版社、2004）98頁
（21）季（前掲注（ 9 ）352頁）も、「社会主義という国家体制を変更することはでき
ず、その範囲内での権利が認められている」と指摘している。
（22）五十嵐清「旧社会主義諸国における「西欧法」原理の導入　比較法学者からみ
た社会主義法の崩壊」比較法研究55号（1993）71頁
（23）高見澤磨「中華人民共和國における法源」法制史研究40号（1992）104頁
（24）小口彦太・田中信行『現代中国法（第 3 版）』（成文堂、2012）27頁
（25）季・前掲注（ 9 ）26頁
（26）季・前掲注（ 9 ）26頁
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（27）毛里和子『現代中国政治』（名古屋大学出版会、第 3 版、2012）14頁
（28）董ら・前掲注（19）第二編 憲法基本制度（董和平執筆）197頁
（29）朱鋒主編・王磊副主編『「中華人民共和国憲法」釈義』（人民出版社、1993）
9 -10頁
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めの有力な道具として動員し続けるだろうと指摘している。
（32）浅井敦「中国憲法保障の問題点」比較法研究55号（1993）165頁参照。
（33）季・前掲注（ 9 ）349頁
（34）労働部が1993年に「企業最低賃金規定」（企業最低工資規定（労動部発（1993）
333号））を制定してから、チベット自治区で最低賃金が定められ、中国国内全ての
省、 自治区、 直轄市で最低賃金制度が実施されるに至る2004年まで11年間を要した。
（35）例えば、広東省では中小企業の人手不足を緩和するための手段として珠江デル
タ地域の最低賃金を引き上げていくことに政府幹部が言及しており、高い最低賃金
を誘因に他省から出稼ぎ労働者を確保しようとする意図が伺える。広東省財政庁
（珠三角将提高最低工資標準、2010年 3 月 6 日）：
　http://www.gdczt.gov.cn/topco /2010lh/201004/t20100415_21413.htm
　（最終アクセス：2014年11月18日）
（36）関係主義的法概念については、季衛東・前掲注（ 9 ）や季衛東「中国の市場秩
序における関係と法律」小口彦太編『中国の経済発展と法』（早稲田大学比較法研
究所叢書25号、1998、 1 -32頁）が詳しい。季（1998）は、関係（主義）的社会に
ついて、「関係とは、個人の間に存在する特殊で持続的な絆である。かかる関係を
規定する規範がきわめて重要な作用を有し、ひいては主導的地位を占める社会」
（10頁）と定義し、「関係の規範性の基礎は状況的倫理である。これに対して、法律
は普遍に適用すべきフォーマルなルールの体系である。」（17頁）としている。
（37）中国においては制定法の制定背景等は公開されておらず、属人的に蓄積されて
おり、法条文の立法者意思が記録として残されていることはほとんど無い。この
点、季衛東（前掲注（ 9 ）104頁）は、「中国では、立法関係資料がほとんど公にさ
れていないので、継受過程は「ブラック・ボックス」としての性格がより著しい。
したがって、過程分析を行う際にとくに多大な困難に直面する。このような条件の
下に、法発展の諸結果のなかで中間的形態を捜して、かかわる媒介項を見付け出す
手法をとりたい。幸いにしてこのような中間的法形態は、実施細則、暫定条例、最
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高裁の司法解釈、内部規範群などの形で散らばっており、それらを発掘・整理し
て、個々の連結環を手掛かりとしながら、継受過程をある程度明らかにすることは
十分に可能であると考えられる。」としている。
（38）ILO. Global Wage Report 2008/09 Minimum wages and collective bargain-
ing: Towards policy coherence.pp.33
（39）ILO. Global Wage Report 2010/11 Wage policies in times of crisis.pp.54
（40）ILO. Global Wage Report 2012/13 Wages and equitable growth.pp.62
（41）金子美雄『賃金論ノート』（㈶労働法令協会、1952）230頁
（42）金子美雄・前掲注（41）93頁
（43）金子美雄・前掲注（41）81頁。金子（前掲注（41）181頁）は、「一国の経済政
策において、労働生産性の向上と賃金水準の向上とが目的的に結びつくと共に、こ
れが具体的に企業における賃金決定の場において実践されなければならない」とし
ている。
（44）舟橋尚道『賃金論研究』（時潮社、1965）113、118-119頁参照。
（45）内閣府「経済の好循環実現検討専門チーム中間報告」（2013）11頁
（46）菅野和夫『労働法』（弘文堂、第10版、2012）310頁
（47）向山寛夫（『中国労働法の研究』中央経済研究所（1968）449頁）は、資本主義
国における保護主義について、国家が原則として生産を直接に管理することなく労
働者が生産を直接に管理する資本家によって圧迫、搾取されているのであるから先
ず労働者を保護する必要があるという立場と説明し、社会主義国の生産主義とは因
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（48）ILO・前掲注（39）pp.53
（49）ILO・前掲注（38）pp.33
（50）ILO・前掲注（38）pp.60
（51）ILO・前掲注（38）pp.61
（52）ILO・前掲注（38）pp.46
（53）ILO・前掲注（39）pp.59-60
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類によれば、①話合い方式とは、政府が全面に出ることなく労使が主体となって自
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に守らせるよう誘導するもの、③規制方式とは、大統領令命令、法律、政令、勅令
などによって強制的に賃金・配当・利潤等を抑制するもので、政府は規制を守らな
い企業、労働組合に対しては罰金等の制裁を加える権利を有する場合が多いとされ
る。
（58）日本銀行・前掲注（57）1頁
（59）内閣府「世界経済の潮流　2002年春」（2002）43頁参照。本合意は、1992年に今
後も維持されることについて再度合意がなされている。
（60）金子美雄・前掲注（41）98頁
（61）日本銀行・前掲注（57） 2 、14頁参照。
（62）金子良事『日本の賃金を歴史から考える』（旬報社、2013）140頁
（63）王志平・曹麟章・銭世明・童源軾（『工資理論和工資改革』（上海社会科学院出
版社、1984） 2 頁
（64）Michael Ellman(1989). SOCIALIST PLANNING.Second edition: Cambridge 
University Press,pp.188
（65）改革開放前に実施されていた賃金等級制度は、一般的に、最も低い等級の 1 級
と最も高い等級の 8 級との賃金差は 3 倍前後だった。例えば、1956年の北京石景山
鉄鋼工場では時間給制の月額賃金は一級が38元、八級が113.6元と2.99倍となって
いた。（石景山の賃金等級制度部分につき、 劉毅 「第五講 工人的工資等級制度（続）」 
労動11期（1957）26頁）参照）
（66）Michael Ellman（前掲注（64）pp.215）は、国家社会主義諸国の政府におい
て、完全雇用と比較的平均主義な所得分配は所得政策の重要な側面であり、これら
の政策の淵源は政府のプロレタリア的性格にあるとしている。
（67）社会主義賃金論は、資本主義賃金に対する優越性を示し批判的な意味合いを込
めて、「生産の無政府性」として表現している。（海道進『賃金論原理 資本主義と
社会主義の賃金』同文館（1983）24頁参照）
（68）Michael Ellman・前掲注（64）pp.24
（69）向山寛夫（前掲注（47）449頁）は、社会主義国における生産主義について、国
家が直接に生産を管理し、労働者は、も早、資本家によって圧迫、搾取されず、し
かも国家の主人公であるために先ず国家の生産活動に積極的に参加するべきである
という立場に立つものと説明している。
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（85）国務院「国営企業実行労動合同制暫行規定」（1986年 7 月12日）
（86）人民日報「歴史節点：建立社会主義市場経済体制」（2007年10月11日）
　人民網 http://cpc.people.com.cn/GB/104019/104740/8150356.html
　（最終アクセス：2014年11月 3 日）
（87）胡耀邦在中国共産党第十二次全国代表大会上的報告（1982年 9 月 1 日）
　人民網：http://cpc.people.com.cn/GB/64162/64168/64565/65448/4526430.html
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業人口 3 億7,102万人のうち、国有単位は6,839万人と全体の約 2 割にとどまってお
り、実態上は私営経済が主体の経済構造となっている。
（93）董和平・韓大元・李樹忠『憲法学』（法律出版社、2000）第二編 憲法基本制度
（董和平執筆）286頁
（94）肖蔚雲『論憲法』（北京大学出版社、2004）570頁
（95）Michael Ellman・前掲注（64）pp.50
（96）董ら・前掲注（20）第 2 編 憲法基本制度（董和平執筆）290頁
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（98）Michael Ellman・前掲注（64）pp.24
（99）Michael Ellman・前掲注（64）pp.22
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改革　阮崇武部長在全国労動庁局長会議上的報告　」（労動経済与人事管理1993年
1 期、1993） 3 -10頁参照。
（102）郭飛「試論社会主義市場経済中按労分配的特点」（労動経済与人事管理1993年
5 期、1993）47-48頁参照。
（103）袁・前掲注（84）16及び60頁
（104）憲法は中国共産党が国家政権を領導する核心的地位にあることを明確に規定し
ている （袁曙宏・楊偉東 「我国法治建設三十年回顧与前瞻」 （中国法学2009年 1 期）
24頁）。
（105）中国の工会は中国共産党が領導する職工が自主的に結成した労働者階級の大衆
組織であり（中国工会章程総則）、中華全国総工会及びその各工会組織が職工の利
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益を代表するものとして位置付けられ（中華人民共和国工会法 2 条 2 項）、上級工
会は下級工会を領導するものとされている（同法 9 条 5 項）。
（106）角崎信也（鈴木隆・田中周編『転換期中国の政治と社会集団』第 7 章「中国の
政治体制と「群体性事件」」早稲田現代中国研究叢書 2 （2013）218頁）によれば、
「圧力型システム」とは、上級から付された任務の達成程度を幹部任用にかかわる
行政業績評価の指標とすることによって、下級幹部にその任務の遂行を事実上強制
するシステムのことであり、中国における地方幹部の行動管理のありようについて
論ずる場合に、第一に俎上に上げられるべきものとされる。
（107）毛里和子（前掲注（27）14頁）は、「国家機関・社会団体・大企業その他の指
導部に作られている党グループ、党機関内に設置されている、行政・司法立法に対
応した対口部、党中央組織部が掌握しているトップエリート人事」は「今日まで揺
るがない」としている。党と国家の関係については、毛里和子『現代中国政治』
（名古屋大学出版会、第 3 版、2012）第 5 章164-200頁が詳しい。
（108）「82年憲法」第 1 条第 2 項は、「社会主義制度は中華人民共和国の根本制度であ
る。如何なる組織又は個人も社会主義制度を破壊することを禁止する。」とし、社
会主義の枠内で制度、権利が保障されている。
（109）マルクス主義の立場からは、資本主義から社会主義への移行の必然性は歴史
法則であるとされる。（森下敏男「旧社会主義諸国における「西欧法」原理の導入　
序論：社会主義法の総括と現状」比較法研究55号（1993） 8 頁）
（110）肖・前掲注（20）342頁
（111）宮下忠雄（『中国の賃金制度と賃金政策』㈶アジア政経学会（1978）169頁）
は、「社会主義社会における賃金は、社会的総生産物のなかで個人の消費に用いら
れる部分であり、社会主義国家が各職工の質と量にもとづいて、かれらに労働の報
酬として分配する部分の社会的総生産物の貨幣的表現である。」と定義している。
（112）拙稿・前掲注（ 8 ）において、社会主義計画経済期における中国の賃金決定法
政策について歴史的な観点から考察しているため、詳細はそちらを参照されたい。
（113）もちろん、計画経済期においても、労働者の思想を含めて評価し報酬を決定す
る時期もあったことには留意が必要である。
（114）朱主編・前掲注（30）19-20頁参照
（115）例えば、沈衛平（「社会主義市場経済中的収入分配問題」（労動経済与人事管
理、1993第 9 期）60-61頁）は、市場システムの導入によって、賃金の分配は、個
人が投入した労働の有効性の評価が市場の評価を基礎に行われることとなり、賃金
676　早稲田法学会誌第66巻 1 号（2015） 社会主義市場経済体制における中国の賃金に関する理論的考察（森下）　6767
の執行は主に市場の分配機能によってよることとなったと指摘している。
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（117）史探径『労動法』（経済科学出版社、1990）122-123頁参照。
（118）史探径 「社会主義市場経済下与労働立法」 （法学研究、 1994第 1 期） 60-61頁参照。
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は労働に応じた分配を主体とする分配制度を堅持する旨規定している。
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と直接管理の双方を並行して用いながら、事前コントロールと事後コントロールを
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への介入に根拠を与えている。
（132）伊藤（前掲注（ 3 ）45頁）は、市場の機能を組み込んで利用する市場社会主義
について、全面的な自由放任の市場経済体制とは異なる面があり、そこでの貨幣の
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「収入水準の向上」が位置付けられている。
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29条は、地方幹部の実績分析の対象として、「本級党代表大会及び人民代表大会が
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（145）毛里・前掲注（27）290頁
（146）唐海華「“圧力型体制”与中国的政治発展」（寧波党校学報2006年 1 期、2006
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2013年）101頁参照。
（148）人力資源・社会保障部が2011年 6 月に発表した「人力資源・社会保障事業発展
第12次 5 カ年計画要綱に関する通知」（原語：関於印発人力資源和社会保障事業発
展第十二五規劃綱要的通知（人社部（2011）71号））では、最低賃金を年平均13％
以上の伸びとし、大部分の最低賃金水準を当地の都市労働者平均賃金の40％以上と
することが2015年までの目標として掲げられている。
（149）香川孝三 「中国労働法の理解を深めるために」 （日本労働法学会誌92号、 1998）
32頁
（150）彭光華「中国における労働紛争処理システムの現状と課題」（日本労働学会誌
116号、2010）45頁及び彭光華「工会論考」（九大法学82号、2001）438頁
（151）常凱主編『中国労働関係報告　当代中国労働関係的特点和趨向』第 4 章中国工
会的市場化転型及現状（陶文忠執筆）（中国労働社会保障出版社、2009年）200-202
頁参照。
（152）彭（前掲注（150）（2001）437頁）は、従業員代表大会及び団体交渉制度の中
で、工会は建前上の労働者の利益団体に近い役割を果たすようになったが、現段階
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においては、まだ自主性、民主性を有する労働組合となっていない状況にあるとし
ている。
（153）戴秋娟『中国の労働事情』（㈶社会経済生産性本部生産性労働情報センター、
2009年）16-17頁参照。
（154）原語：集体合同規定（労働和社会保障部令第22号（2005））。集体合同と日本に
おける労働協約とは、協約の効力発生の要件として行政部門の審査・同意が要求さ
れている等、異なる部分もあるが、本稿では「労働協約」と訳すこととする。
（155）原語：工資集体協商試行弁法（労働和社会保障部令第 9 号（2000））。中国で
は、労働協約の前段階としての労使交渉を「団体交渉」ではなく「集体協商」と呼
称している。「集体協商」は、争議権保障はなく、労使間の対抗的色彩が薄められ
協調的色彩が強いといった差異があるものの、その内容及び機能は団体交渉のそ
れと類似している。よって、本稿ではわかりやすさという観点も踏まえ、「集体協
商」を「団体交渉」と訳して使用することとしたい。したがって、日本労働法にお
ける「団体交渉」とは性質が全ての点で同じというわけではないことに注意が必要
である。
（156）香川（前掲注（149）33頁）は、賃金決定への工会の関わり方について、「工会
トップは経営側と従業員側とのパイプ役で経営の決定に協力するよう従業員を誘導
する。これは団体交渉と言えるのであろうか。労使協議に近いのではないか。した
がって団体交渉（集体協商）が法制上認められているが、今後団体交渉、さらに労
働協約によって労働条件を設定することがどの程度普及するかが疑問である。」と
述べている。
（157）馮文君（常凱主編『労動法』（高等教育出版社、2011）第10章工資法351-353
頁）は、現在の中国における賃金の性質は、かなり複雑であって一概には言えない
としつつ、「第一に、賃金は労働力価値の貨幣表現」であり、「第二に、賃金は社会
分配の一種の仲介形式である」として、当該二つの性質はそのときどきの歴史や経
済要素によって、重点が変わると解し、中国の賃金には、市場経済的な賃金と社会
主義的な賃金という二つの性質が並存していることを示唆している。
（158）毛里（前掲注（27）11頁）は、対象の変化が激しすぎる場合、かえって「変わ
らない部分」に着目した方が本質に迫れるようであるとの見解を示している。
